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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　外側表面および内側表面を有する可撓性基材と、外側表面および内側表面を有し、部分
的に液化可能である可撓性基材上の組成物層とを備え、組成物層と可撓性基材とがそれぞ
れの内側表面で接合されている感光性要素からレリーフパターンを形成する装置であって
、
　回転するように取り付けられており、組成物層の外側表面に吸収材を供給するローラと
、
　回転するように取り付けられており、ドラム外周面と可撓性基材の外側表面とが接触す
る状態で感光性要素をそのドラム外周面に支持する手段を有し、感光性要素を吸収材に搬
送するように位置決めされているドラムと、
　吸収材がローラにおいて層と接触する箇所に近接しているドラム上の組成物層の外側表
面に熱を加え、層の一部を液化させるのに十分な温度Ｔ２以上の温度Ｔ１に層の外側表面
を加熱する一方、温度Ｔ１を少なくともおよそ１１．１℃（華氏で２０度）下回る温度Ｔ
３に可撓性基材の外側表面を維持するように適合されている第１の加熱手段と、
　吸収材が層の外側表面と接触する状態で、温度Ｔ２以上の温度Ｔ４に組成物層の外側表
面を加熱することができる温度にローラを加熱する一方、温度Ｔ４を少なくともおよそ１
１．１℃（華氏で２０度）下回る温度Ｔ３に可撓性基材の外側表面を維持するように適合
されている第２の加熱手段と、
　組成物層の液化した物質の少なくとも一部が吸収材によって吸収されるのに十分な圧力
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で、感光性要素と吸収材とをドラムとローラとの間で接触させる加圧手段と、
　感光性要素を吸収材から分離させる分離手段と、を備えることを特徴とする装置。
【請求項２】
　外側表面と外側表面をその上に有する組成物層をもった反対側の表面とを有する可撓性
基材を備えた感光性要素を用意し、吸収材と共に前記組成物層の外側表面と接触し、前記
吸収材と接触させながら前記組成物層の一部が前記吸収材に流動するのに十分な温度に前
記組成物層を加熱し、前記吸収材および前記組成物の一部を前記感光性要素から取り除く
レリーフパターンの製造方法において、
　基材の熱歪みを制御するために、前記吸収材と接触させながら、加熱された組成物層の
外側表面温度を少なくともおよそ１１．１℃（華氏で２０度）下回る温度に可撓性基材の
外側表面の温度を維持することを特徴とする方法。
【請求項３】
　可撓性基材の外側表面がドラムの外周面と接触する状態で要素を支持し、
　ローラの外側表面上に吸収材を通過させることにより、組成物層の外側表面に吸収材を
接触させ、
　層の一部を液化させるのに十分な温度Ｔ２以上の温度Ｔ１に組成物層の外側表面を加熱
する一方、温度Ｔ１を少なくともおよそ１１．１℃（華氏で２０度）下回る温度Ｔ３に可
撓性基材の外側表面を維持し、
　温度Ｔ２以上の温度Ｔ４に組成物層の外側表面を加熱することができる温度に吸収材を
加熱し、
　加熱された吸収材が層の外側表面の少なくとも一部を液化させると共に液化した物質を
吸収するのに十分な圧力で、吸収材を組成物層に対して押圧し、
　前記押圧および吸収層の加熱の間、温度Ｔ４を少なくともおよそ１１．１℃（華氏で２
０度）下回る温度Ｔ３に可撓性基材の外側表面を維持する、
　ことを特徴とする請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　吸収材料を加熱する温度Ｔｒで動作するローラにより、組成物層の外側表面に前記吸収
材を供給し、
　回転ローラにより、感光性要素を吸収材料に搬送すると共に、可撓性基材の外側表面が
ドラムの外周面と接触する状態で要素を支持し、
　温度Ｔｈで動作するヒータにより、層の一部を液化させるのに足りるように組成物層の
外側表面を加熱し、
　加熱された吸収材が組成物層の外側表面の少なくとも一部を液化させると共に液化した
物質を吸収するのに十分な圧力Ｐで、感光性要素と加熱された吸収材とを回転速度Ｓで動
作するドラムとローラとの間で接触するように押圧し、
　供給、搬送、加熱、押圧および取り除くステップを予め定められた数のサイクルだけ周
期的に繰り返し、
　予め定められた数のサイクルの少なくとも一つについての供給、搬送、加熱および押圧
ステップの少なくとも一つの間に、ローラの温度Ｔｒ、ヒータの温度Ｔｈ、圧力Ｐ、回転
速度Ｓからなる群から選ばれる少なくとも一つの処理パラメータを変化させる、ことを特
徴とする請求項２に記載の方法。
【請求項５】
　請求項２ないし請求項４のいずれかに記載の方法によって得られるフレキソ印刷版。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
（背景技術）
本発明は、溶剤を用いることなく熱処理を利用してレリーフパターンを形成する感光性要
素の処理方法および装置に関し、特に、フレキソ印刷版を形成するための感光性要素の熱
現像方法および装置に関する。
【０００２】
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米国特許第３，０６０，０２３号において、Ｂｕｒｇらは、乾式熱処理を用いて光重合さ
れた画像担持要素から受容表面に画像を転写する方法を開示している。光重合可能層を備
えたフィルム支持体は、溶融しない露出領域と、溶融すると共に画像受容要素に転移可能
な露出不足領域とを提供するように画像に露出される。多数の例において、紙の画像受容
要素がフィルム支持体の層表面に接触するように配置され、集合体を加熱すべくフィルム
支持体を押圧する高温の平坦な加熱要素によって熱が加えられる。幾つかの例では、加熱
されない集合体が、一方が加熱された２体のローラ間を通過させられる。紙は、なお温か
いうちに層から剥がされ、紙要素への層の露出されていない物質の転写がもたらされる。
熱転写処理を繰り返すことにより、紙への画像の多重コピーが達成される。少数の例では
、紙を加熱すると共に層に密接するように押圧することによって熱転写が実現される。「
…熱は、少なくとも光重合可能層の軟化温度に対応した転写温度に供された要素の何れか
または双方への分離工程に先立つ何れかの段階で加えられ得る。例えば、ローラ、平坦な
または湾曲した加熱表面すなわちプラテン、例えばヒートランプのような放射源といった
その分野においてよく知られた手段によって、熱が加えられ得る。」という説明以上の示
唆はなされていない。加熱時間は、その例では、０．５～１０秒の間で変化させられてい
る。標準的なフィルム厚さは、１～４ミル（およそ０．０２５～０．１ｍｍ）であり、層
の厚さは、０．５～４ミル（およそ０．０１３～０．１ｍｍ）である。少数の例では、層
にレリーフ画像を持ったフィルム支持体が、更に化学線の光により処理され得ると共にコ
ピーをとるために輪転機での印刷に使用され得る、と開示されている。
【０００３】
Ｍａｒｔｅｎｓに付与された米国特許第５，１７５，０７２号は、照射硬化性組成物を可
撓性基材上に層として用意し、照射領域において組成物が硬化するように当該組成物を画
像に応じて照射し、組成物層を４０～２００℃の温度まで加熱し、照射されていない層を
軟化させ、流動可能な軟化した非照射領域を吸収することができる吸収層に組成物層を接
触させると共にその吸収層を取り除き、それによって吸収された流動可能な組成物を可撓
性基材上の組成物の非照射領域から除去することにより、フレキソ印刷版を製造する熱処
理法を開示している。これにより、基材の背後に、照射された画像を表わす照射されて硬
化した組成物の浮き上がったレリーフ構造が残される。このレリーフ領域は、印刷工程に
おけるインキングロールからのインクを受容すると共に印刷作業中にインクを印刷基材に
転写するインク受容表面となる。また、この方法は、基材上の硬化した組成物の「フロア
」をまず現像することにより、照射されて硬化した組成物の可撓性基材への接着度を改善
することができる予備現像工程を利用し得る。これは、可撓性基材に隣接する組成物層を
重合させるように可撓性基材を介して電離放射線を送ることにより実現される。この層は
、画像の現像および非照射組成物の除去の間に除去されることはない。
【０００４】
加熱処理の間、可撓性基材、組成物層および吸収層からなる積層体は、ポリエステルフィ
ルムである可撓性基材がプラテンと接触する状態で、それらを加熱されたプラテンに載置
することによって加熱される。吸収層は、不織ナイロンウェブからなる。積層体がおよそ
１３５℃のプラテン温度と平衡を保つことができるようにするための数秒間のウォームア
ップ時間の後、積層体は、ゴムで覆われており、およそ３０ｃｍ／分の回転速度で逆方向
に回転する２体の加熱されたニップロール間に通される。ロール同士の間には、積層体が
ギャップに挿入された際にそれが軽く圧縮されるように隙間が開けられている。積層体が
ニップロール間から出ると、吸収層は、加熱された組成物の表面から一定の張力によって
持ち上げられる。組成物の非照射領域は、不織ウェブへの吸収により取り除かれる。加熱
および押圧工程は、非照射領域から少なくとも７５％の照射されていない組成物が取り除
かれるまで数回繰り返される。可撓性基材および照射されて硬化した組成物は、非照射組
成物を取り除くのに必要とされる上昇させられた温度において安定であることが望ましく
、その結果、可撓性基材および硬化した組成物が何れの表面寸法においても２％以上歪ま
ない。
【０００５】
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Ｐｅｔｅｒｓｏｎらに付与された米国特許第５，２７９，６９７号は、照射された印刷要
素を取り扱うと共に、要素から非照射組成物を取り除くように繰り返される加熱および押
圧を実現する自動化された方法および装置を開示している。可撓性フィルム基材および組
成物層からなり、照射および非照射領域を備えた要素は、その主壁の内面に配置された電
気加熱ブランケットによって加熱される予熱ドラム上に配置される。熱は、ドラムの壁部
を通し、可撓性基材を通して伝わり、非照射領域の融点近傍の温度に組成物層を予熱する
であろう。
【０００６】
不織ナイロンウェブの吸収層の連続シートは、供給ロールから引き出され、ウェブを加熱
する高温ロール上に通される。高温ロールは、予熱ドラムに向けて付勢され、それにより
、予熱ヒータ上の印刷要素の予熱された組成物層に対して加熱されたウェブを押圧する。
吸収ウェブの熱は、組成物層の非照射部が液化すると共に不織ウェブの吸収層に吸収され
ることを可能にするのに十分な温度まで可撓性フィルムの温度が高められるように、接触
時に印刷要素に伝えられる。高温ロールは、電気コアヒータや、可撓性フィルム上の組成
物の部分を溶解させるのに十分な温度を提供すべく蒸気、油、高温エア等を用いるであろ
う他の手段によって加熱されてもよい。予熱ドラムおよび高温ロールが共に接触しながら
回転すると、ウェブは、液化させられた非照射組成物を吸収するように印刷要素に対して
押圧されると共に、印刷要素から引き離され、それにより、印刷要素から吸収された組成
物を分離させる。ウェブは、高温ロールから離れるように移送され、無駄を除くため、ま
たは、リサイクルのために巻き戻される。印刷要素から非照射組成物の大部分を漸次除去
すべく、印刷要素を高温ロールに数サイクル通過させることが繰り返される。非照射組成
物が取り除かれると、印刷処理に好適な硬化した照射領域の浮き上がったレリーフをもっ
た刷版が生じる。場合によっては、残留したいかなる非照射組成物をも硬化させるべく、
印刷要素の最終的照射が行われる。
【０００７】
上述されたＢｕｒｇら、Ｍａｒｔｅｎｓ、および、Ｐｅｔｅｒｓｏｎらの方法および装置
における共通のプラクティスは、非照射組成物の融点近傍の温度までフィルム基材を加熱
することである。しかしながら、フィルム基材を加熱することは、印刷の間に現れる刷版
のレリーフ領域の品質に影響を及ぼす程度にまで基材を歪ませてしまうであろう。フィル
ム基材の温度は加熱および吸収サイクルを繰り返すたびに徐々に増加し、最終サイクルま
でには、フィルム基材は、ほぼ非照射組成物の融点に達するのが一般的である。基材の歪
みによって引き起こされる問題は、３色または４色の印刷処理のためには、異なる色が集
まって正確な最終画像をつくり出すように正しく重なり合った画像により３枚または４枚
の刷版がつくり出されていなければならない、ということである。仮に、何れか１枚の刷
版が一方向に歪んでおり、他の刷版が他の方向に歪んでいると、良質のカラープリントを
つくり出すように正確に見当が合わなくなるであろう。基材は加熱されると収縮する特性
を有しており、製造順序によりｘおよびｙ平面方向において不均一となるのが一般的であ
る。基材は、一般に、製造の幅方向よりも長さ方向に収縮する。刷版の現像の間に基材が
遭遇する温度では０．１％の基材収縮が許容し得る最大であり、高品質の多版カラー印刷
のためには、収縮は、０，０２％を超えないことが好ましい。また、基材収縮は、完成し
た感光性要素にしわが表出しないように、基材上にコートされた組成物と適合していなけ
ればならない。感光性要素の熱画像処理に要求される温度で低い収縮性を有している基材
を提供することは困難である。
【０００８】
Ｂｕｒｇらの方法において、フィルムおよび層の厚さは、頑丈な刷版にとって一般に薄す
ぎるものであり、厚く頑丈で商業用途に適した刷版を高速で製造するための方法または装
置は教示されていない。Ｂｕｒｇらのものは紙のみを加熱するが、この処理は、紙上に画
像をつくり出すのに不可欠である少量の層のみを取り除くだけである。
【０００９】
Ｐｅｔｅｒｓｏｎらにより開示された形式の改良された方法および装置であって、可撓性
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フィルム基材の不要な加熱を制限しながら、組成物層を十分な厚さにわたって要求される
温度まで急速に加熱する方法および装置へのニーズが存在している。加熱および吸収の各
サイクルによる可撓性フィルムの熱の蓄積を制御する必要もある。
【００１０】
（発明の概要）
本発明は、組成物層の非照射領域の溶融温度に可撓性基材上の組成物層を加熱すること、
なお高温の組成物層に加熱された吸収層を押圧しながら、組成物層の非照射領域の溶融温
度を下回る温度に可撓性基材を維持すること、および、これらのステップを多サイクル繰
り返す方法に係る。この方法の更なる形態は、加熱された組成物層の温度を下回る所望温
度に可撓性基材を維持するために、可撓性基材および層積層体を冷却するステップを含む
。
【００１１】
本発明は、レリーフパターン、特に、外側表面および内側表面を有する可撓性基材と、外
側表面および内側表面を有し、部分的に液化可能である可撓性基材上の組成物層とを備え
、組成物層と可撓性基材とがそれぞれの内側表面で接合されている感光性要素からフレキ
ソ印刷版を形成する装置に係り、第１のフレーム部に回転するように取り付けられており
、組成物層の外側表面に吸収材を供給するローラと、第２のフレーム部に回転するように
取り付けられており、ドラム外周面と可撓性基材の外側表面とが接触する状態で感光性要
素をドラム外周面に支持する手段を有し、感光性要素を吸収材に搬送するように位置決め
されているドラムであって、第１および第２のフレーム部の少なくとも一方が他方に対し
て相対的に移動可能となっているドラムと、吸収材がローラにおいて層と接触する箇所に
近接しているドラム上の組成物層の外側表面に熱を加え、層の一部を液化させるのに十分
な温度Ｔ２以上の温度Ｔ１に層の外側表面を加熱する一方、温度Ｔ１を少なくともおよそ
１１．１℃（華氏で２０度）下回る温度Ｔ３に可撓性基材の外側表面を維持するように適
合されている第１の加熱手段と、吸収材が層の外側表面と接触する状態で、温度Ｔ２以上
の温度Ｔ４に組成物層の外側表面を加熱することができる温度にローラを加熱する一方、
温度Ｔ４を少なくともおよそ１１．１℃（華氏で２０度）下回る温度Ｔ３に可撓性基材の
外側表面を維持するように適合されている第２の加熱手段と、組成物層の液化した物質の
少なくとも一部が吸収材によって吸収されるのに十分な圧力で、感光性要素と吸収材とを
ドラムとローラとの間で接触させる加圧手段と、感光性要素を吸収材から分離させる分離
手段とを備える。
【００１２】
この装置の更なる形態は、吸収材から要素が分離される箇所で感光性要素を冷却する強制
冷却手段を含んでいる。
【００１３】
（好ましい実施形態の詳細な説明）
本発明は、感光性要素を熱現像するための装置および方法に係る。本発明の装置は、感光
性要素の熱現像、好ましくは、フレキソ印刷版の形成には限定されない。本発明は、部分
的に液化され得る組成物の層を有する感光性要素を何れかの目的のためにその層の少なく
とも一部を溶融させるのに十分な温度まで加熱することができる装置を意図している。そ
のような目的の更なるものは、流体制御装置での使用のために流体回路を形成するラミネ
ート処理において使用される表面に流体チャネルのレリーフパターンを形成するというこ
とである。
【００１４】
感光性要素は、可撓性基材および該基材上に配された組成物層とを含み、組成物層は、部
分的に液化され得る基材上の少なくとも１つの層を構成する。好ましくは、感光性要素は
、フレキソ印刷版として用いるのに適したエラストマ系印刷要素である。基材上の少なく
とも１つの層は、好ましくは、感光層であり、最も好ましくは、感光層が化学線によって
選択的に硬化されるエラストマ系組成物からなる光重合可能層である。ここで用いられる
場合、「光重合可能」という用語は、光重合可能、光架橋可能、または双方の体系をも包



(6) JP 4523748 B2 2010.8.11

10

20

30

40

50

含する。組成物層が１つ以上の可撓性基材上の感光層からなる場合、感光層の組成物のそ
れぞれは、他の感光層のいずれかと同一であってもよく、異なっていてもよい。
【００１５】
限定はされないが、エラストマ系組成物の例は、少なくとも１個のモノマーおよび光開始
剤と混合された熱可塑性エラストマ系ブロック共重合体である。エラストマ系ブロック共
重合体は、好ましくは、Ａ－Ｂ－Ａ型ブロック共重合体であり、この場合、Ａは非エラス
トマ系ブロックであって、好ましくはビニルポリマー、最も好ましくはポリスチレンであ
り、Ｂはエラストマ系ブロックであって、好ましくはポリブタジエンまたはポリイソプレ
ンである。非エラストマとエラストマとの比は、好ましくは、１０：９０から３５：６５
の範囲にある。この実施形態における少なくとも１個のモノマーは、例えば多機能性アク
リレート、メタアクリレート、ポリアクリロイルオリゴマーといった、ブロック共重合体
と相溶する少なくとも１個の末端エチレン基をもったエチレン性不飽和化合物であっても
よい。モノマーとして適する化合物の例には、これらには限られないが、エチレングリコ
ールジアクリレート、ヘキサンジオールジアクリレート、ジエチレングリコールジアクリ
レート、グリセロールジアクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレート、ヘキ
サンジオールジメタクリレート、グリセロールトリアクリレート、トリメチロールトリア
クリレート、エチレングリコールジメタクリレート、１，３－プロパンジオールジメタク
リレート、１，２，４－ブタントリオールトリメタクリレート、および、１，４－ブタン
ジオールジアクリレートが含まれる。単機能性および多機能性アクリレートまたはメタク
リレートの混合物が用いられてもよい。ポリアクリロールオリゴマーが用いられれば、そ
のオリゴマーは、好ましくは、１０００以上の分子重量を有しているとよい。
【００１６】
使用され得る他の適切な感光性エラストマには、ポリウレタンエラストマが含まれる。適
切なポリウレタンエラストマの例は、（ｉ）有機ジイソシアネート、（ｉｉ）イソシアネ
ート基と重合可能な少なくとも２個の遊離水素基を有すると共に、少なくとも１個のエチ
レン性不飽和付加重合可能基を１分子毎に有する第１連鎖伸張剤、および、（ｉｉｉ）少
なくとも５００の分子量を有し、イソシアネート基と重合可能な少なくとも２個の遊離水
素含有基を１分子毎に有する有機ポリオール、の反応性生成物を含む。これらの材料のよ
り完全な説明は、米国特許第５，０１５，５５６号および第５，１７５，０７２号を参照
されたい。
【００１７】
感光性エラストマ層は、光開始剤を含んでいてもよい。光開始剤は、化学線に晒された際
に遊離基を生成する化合物である。光開始剤の知られている種類としては、特に、キノン
、ベンゾフェノン、アセトフェノン、ベンゾインエーテル、アリールケトン、ペルオキシ
ド、ビイミダゾール、ジアリールヨードニウム、トリアリールスルホニウム、ホスホニウ
ム、および、ジアゾニウムが使用され得る。代わりに、光開始剤は、何れか１つが照射線
によって活性化される増感剤によりそうするようにさせられた際に遊離基を提供する化合
物同士の混合物であってもよい。
【００１８】
感光層への付加的な添加剤には、着色剤、酸化防止剤およびオゾン分解防止剤が含まれる
。助剤は、エラストマ系ブロック共重合体と相溶である低分子量ポリマーのようなもので
あってもよい。オゾン分解防止剤は、炭化水素ろう、ノルボルネンおよび植物油を含む。
適切な酸化防止剤には、アルキル化フェノール、アルキル化ビスフェノール、重合トリメ
チルジハイドロキノン、および、ジラウリルチオプロピオネートが含まれる。
【００１９】
感光層の可撓性基材と反対側に、剥離層が含まれていてもよい。剥離層は、感光性要素の
画像に応じた露出のために用いられたマスクを容易に取り除くことを可能にする。剥離層
は、可撓性を有し、透明であって、コート可能な不粘着性でなければならないであろう。
１０μｍ未満、より好ましくは４μｍ以下であって少なくとも０．５μｍの厚さを有する
薄い層が好適である。剥離層は、好ましくは、使用されるフレキソ印刷要素のための許容
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現像温度の範囲における吸収材との接触によって除去可能であると好ましい。適切な剥離
層は、ポリアミドおよびヒドロキシセルロースポリマーを含んでいてもよい。適切な剥離
層の例は、欧州特許第０　６６５　４７１号においてＷａｎｇにより開示されている。
【００２０】
感光性要素は、感光層の可撓性基材と反対側に１つまたはそれ以上の他の層を含んでいて
もよい。剥離層に加えた感光層上の他の層は、エラストマ系キャッピング層、赤外線感受
層、および、それらを組み合わせた層を含む。１つまたはそれ以上の付加層は、感光層を
覆っていてもよく、感光層を部分的にのみ覆っていてもよい。エラストマ系キャッピング
層のための適切な化合物、および、感光性要素上にキャッピング層を形成するための方法
は、多層被覆要素におけるエラストマ系化合物として、米国特許第４，４２７，７５９号
および第４，４６０，６７５号においてＧｒｕｅｔｚｍａｃｈｅｒによって開示されてい
る。エラストマ系キャッピング層は、画像に応じた露出の後に、使用される感光性要素の
ための許容温度の範囲における吸収材との接触によって少なくとも部分的に除去可能であ
る点で感光層と同様である。赤外線感受層は、感光層上にあってもよく、感光層上の保護
層上にあってもよく、または、感光層と共に集合体を形成する他の支持体上にあってもよ
い。剥離層およびエラストマ系キャッピング層のそれぞれは、剥離層および／またはキャ
ッピング層が赤外線感受層と感光層との間に配置された際に保護層として機能し得る。赤
外線感受層は、化学線を実質的に通さず（例えば、２．５以上の光学濃度を有する）、赤
外線レーザの照射によって結像され得る。赤外線感受層は、可撓性基材と反対側の感光層
から赤外線レーザに晒すことよって消散（すなわち、蒸発また除去）され得る。代わりに
、感光性要素が赤外線感受層を支持している支持体と共に集合体を形成する場合、赤外線
感受層は、赤外線レーザに晒すことよって、支持体から感光層の外側表面（可撓性基材と
反対側）に転移され得る。赤外線感受層は、単独で、あるいは、例えばエジェクション層
、加熱層といった他の層と共に使用され得る。赤外線感受層は、概ね、赤外線吸収材、照
射線不透材および任意のバインダからなる。カーボンブラックやグラファイトのような暗
い無機顔料は、一般に、赤外線感受材と照射線不透材との双方として機能する。赤外線感
受層の厚さは、感度および不透明度の双方を最適化する概ね２０Å～５０μｍ、好ましく
は、４Å～４０μｍの範囲にあるであろう。そのような赤外線感受性の光消散層または光
転移可能層は、レーザによる露出が感光性要素上の現場マスクを形成するように赤外線感
受層を除去または転写するデジタルＤＴＰ（Ｄｉｒｅｃｔ－ｔｏ－Ｐｌａｔｅ）画像技術
において利用され得る。適切な赤外線感受化合物、要素、および、それらの作製は、米国
特許第５，２６２，２７５号、米国特許第５，７１９，００９号、米国特許第５，６０７
，８１４号、米国特許第５，５０６，０８６号、米国特許第５，７６６，８１９号、米国
特許第５，８４０，４６３号、および、欧州出願公開第０　７４１　３３０　Ａ１号にお
いて開示されている。赤外線感受層は、好ましくは、使用される感光性要素のための許容
現像温度の範囲における吸収材との接触により除去可能である。
【００２１】
フレキソ印刷要素の接着性、硬度および厚さを調整するためには、更なる中間の感光層が
用いられてもよい。基材と、部分的に液化され得る少なくとも１つの層との間には、１つ
またはそれ以上の下塗り層または接着層が挿入されてもよい。適切な下塗り層の例は、米
国特許第５，１８７，０４４号においてＰｒｉｏｌｅａｕらによって、米国特許第５，５
３４，３９１号において、Ｗａｎｇによって開示されている。また、感光性要素は、米国
特許第５，３２２，７６１号においてＫａｕｓｃｈらによって開示されている帯電防止層
のような他の層を１つまたはそれ以上含み得る。
【００２２】
更に、本発明の感光性要素は、感光性要素の最上層の上に一時的なカバーシートを含んで
いてもよく、最上層は、少なくとも１つの光重合可能層であるか、あるいは、剥離層、エ
ラストマ系キャッピング層および、赤外線感受層のような付加層である。カバーシートの
１つの目的は、保管や取り扱いの間に感光性要素の最上層を保護することにある。デジタ
ル刷版処理においては、赤外線感受層の赤外線レーザへの露出に先だってカバーシートが
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除去されることが重要である。カバーシート用の適切な材料は、剥離層によって下塗りさ
れ得るポリスチレン、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリカーボネート、フルオロポリ
マー、ポリアミドまたはポリエステルの薄いフィルムを含む。カバーシートは、好ましく
は、ポリエチレンテレフタレートフィルムであるＭｙｌａｒ（登録商標）のようなポリエ
ステルから作製され、カバーシートは、より好ましくは、２ミル（０．０５ｍｍ）の厚さ
のＭｙｌａｒ（登録商標）である。
【００２３】
感光性エラストマ系化合物は、好ましくは、熱現像の際に部分的に液化可能である。すな
わち、熱現像の間、硬化していないエラストマ系化合物は、適当な処理温度または現像温
度のもとで軟化または溶融しなければならないが、通常の保管の間、コールドフローすな
わち寸法変化をおこしてはならない。
【００２４】
可撓性基材は、自立重合フィルムであるとよい。「自立重合」という用語によって、フィ
ルムがウェブや他のキャリアによって支持される必要がないということが意味される。基
材は処理条件の全体において反応せず、安定しているフィルムを形成するほぼ何れのポリ
マー材料により構成され得る。適切なフィルム支持体の例は、ポリオレフィン、ポリカー
ボネートおよびポリエステルのようなセルロースフィルムおよび熱可塑材を含む。線状ポ
リエステル、特にポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）が好ましい。また、他の線状の
結晶化ポリエステルフィルムも、フィルム基材としての役割を果たし得る。可撓性基材と
して適切な材料の更なる例には、透明な発泡材およびファブリックや、アルミニウムや鋼
のような金属が含まれる。可撓性基材は、耐引き裂き性を有するように選択され、例えば
、可撓性基材上に形成される化合物層の融点以上の相当に高い融点を有していなければな
らない。
【００２５】
感光性要素の可撓性基材は、およそ０．０１～０，３８ｍｍの間の厚さを有し、好ましく
は、およそ０．１３ｍｍ（５ミル）の厚さを有する。照射硬化性組成物層は、およそ０．
３５～７．６ｍｍの厚さであり、好ましくは、およそ０．５～３．９ｍｍ（２０～１５５
ミル）の厚さ、特に好ましくは、およそ０．５から１．７ｍｍ（２０～６７ミル）の厚さ
である。複合シート全体の厚さは、およそ０．４８～７．８ｍｍであり、好ましくは、０
．６０～４ｍｍである。
【００２６】
図１は、現像処理において取り除かれる二点鎖線で示された部分を有する感光性要素１１
を示す。感光性要素１１は、可撓性基材１５を有する。可撓性基材１５上には、実質的に
均一な組成物層１７が施されており、組成物層１７は、それ自体幾つかの層から構成され
ている。照射硬化性エラストマ系ポリマーにより形成された組成物層１７は、接着により
、または、化学的に可撓性基材１５に接合されている。可撓性基材は、照射硬化可能なポ
リマーと結合して共に感光性要素１１を形成する。可撓性基材１５は、外側表面２３と、
内側表面１５ａとを有し、内側表面１５ａは、同様に外側表面２７を有する組成物層１７
の内側表面１７ａに接合される。
【００２７】
熱現像のための感光性要素を作製するために、感光性要素は、内側表面１７ａに近接する
組成物層１７の一部を架橋させると共に硬化させてフロア層２５を形成すべく、可撓性基
材１５の外側表面２３から化学線に晒される。フロア２５の厚さは、特定の印刷用途に要
求される基材厚さおよびレリーフ深さに依存し、露出条件および熱処理条件を変化させる
ことによって設定される。可撓性基材が化学線を通さない材料である場合、この工程は省
略されるであろう。次に、感光性要素は、感光性要素の所望の部分を硬化させるために、
反対側の外側表面２７から画像に応じて化学線に晒される。画像に応じた露出の後、照射
硬化可能層１７の露出領域における硬化部と、照射硬化可能な組成物層１７の非露出部分
における非硬化部とから感光性要素１６が形成される。非硬化部は、およそ０．１８～６
．２２ｍｍの間の厚さを有する。
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【００２８】
従来から、感光性要素の反対側の外側表面２７の画像に応じた露出に先立って、フロア層
２５を定着させるための可撓性基材２３を通した感光性要素の露出（いわゆる、バックフ
ラッシュ露出）が行われている。ただし、一般に好ましくは、２回の露出の順番を逆にす
ることも可能であり、画像に応じた露出は、米国特許第５，５５２，２６３号においてＳ
ｃｈｏｂｅｒらによって開示されているように、バックフラッシュ露出に先立って行われ
てもよい。
【００２９】
画像に応じた露出は、画像担持マスクを通して感光性要素を露出することにより実行され
得る。印刷されるべき対象物を含む線画トランスペアランシーまたは線画ネガティブであ
る画像担持マスクは、ハロゲン化銀フィルムまたはこの分野において知られている他の手
段によりつくり出されるであろう。マスクは、一時的カバーシートの剥ぎ取りの後、刷版
の頂部に配置される。画像に応じた露出は、マスクと刷版の頂部との適正な接触を提供す
ると共に雰囲気中の酸素を除去する真空フレーム内で行われ得る。そして、刷版は化学線
に晒される。露出時に、ネガ（すなわち、マスク）の透明領域は、化学線を通さない領域
が架橋されないままでいる間、付加的な光重合または架橋が生じることを可能にする。露
出は、露出領域を支持体または後方の露出された層（フロア）へと架橋させるように十分
な時間行われる。画像に応じた露出の時間は、典型的には、バックフラッシュ時間よりも
長く、数分から１０分の範囲にある。米国特許第５、２６２，２７５号、米国特許第５，
７１９，００９号、米国特許第５，６０７、８１４号、ｖａｎ　Ｚｏｅｒｅｎの米国特許
第５，５０６，８０６号、米国特許第５，７６６，８１９号、米国特許第５，８４０，４
６３号および欧州出願公開第０　７４１　３３０　Ａ１号に開示されているようなＤＴＰ
画像形成のためには、赤外線感受層の存在が要求される。照射線を通さず、赤外線を感受
する層の画像担持マスクは、赤外線レーザ露出装置を用いて現場にて感光性要素の外側表
面に形成される。そのような現場マスクを通した画像に応じた露出は、真空フレームを用
いることなく行われ得るものであり、刷版作製処理を単純化する。露出方法は、（１ａ）
マスクを形成するために上述のように感光性要素の赤外線感受層を画像に応じて消散させ
ること、または、（１ｂ）集合体の支持体から、赤外線感受層を感光性要素の外側表面に
画像に応じて転写させること、および、（２）マスクを通して感光性要素を化学線に晒す
こと、を含む。画像に応じたレーザ露出は、７５０から２０，０００ｎｍの範囲で、好ま
しくは、７８０～２，０００ｎｍの範囲で発振する様々な形式の赤外線レーザを用いて実
行可能である。ダイオードレーザが用いられてもよいが、１０６０ｎｍで発振するＹＡＧ
レーザを用いるのが好ましい。
【００３０】
化学線源は、紫外域、可視および赤外域を包含する。個別の化学線源の適性は、開始剤と
、感光性要素からフレキソ印刷版を作製するのに用いられる少なくとも１個のモノマーと
の感光性により調節される。最も一般的なフレキソ印刷版の好適な感光性は、室内光下で
十分に安定であるスペクトルの紫外および遠可視領域にある。
【００３１】
化学線に晒される組成物層１７の部分２９は、架橋すると共に硬化する。硬化した照射部
分は、高められた融点を有し、通常の条件下でフレキソ印刷インクに不溶である。「通常
」の条件には、およそ１２～３１℃の間のフレキソ版温度が含まれる。照射されない（露
出されない）組成物層の部分は硬化せず、硬化した照射部分よりも低い融点を有する。そ
して、画像に応じて露出された感光性要素１６は、レリーフパターンを形成するために熱
現像に備えられる。
【００３２】
吸収材は、非照射部分または照射硬化可能な組成物の硬化していない部分の融点を超える
融点を有すると共に、同一の動作温度において良好な耐引き裂き性を有するように選択さ
れる。好ましくは、選択された材料は、加熱の間に感光性要素を処理するのに要求される
温度に耐性を有する。感光性要素の組成物層は、吸収材と接触する間、４０～２００℃（



(10) JP 4523748 B2 2010.8.11

10

20

30

40

50

華氏１０４～３９２度）の間の温度に加熱される。吸収材は、加熱された感光性要素の照
射硬化可能層の表面２７と接触すると共に、組成物層１７の非照射部分からエラストマ系
ポリマーの液化した部分３１を吸収し、レリーフパターンまたはレリーフ表面を形成すべ
く図示されるように部分３１が取り除かれたフレキソ印刷版を形成する。非硬化領域にお
ける組成物の大部分が可撓性基材１５から取り除かれ、吸収材に吸収されると好ましい。
液化して硬化していないエラストマを取り除くためには、感光性要素１６を新しい吸収材
のシートと数回にわたって接触させる必要がある。「溶融」という用語は、吸収材による
吸収を可能にするように軟化させると共に粘性を低下させる高められた温度に供された組
成物層の非照射部分の挙動を説明するために用いられる。組成物層の溶融可能な部分の材
料は、通常、吸収材における吸収のためのある閾値以上の何れかの温度で加熱された組成
物層を吸収すべく処理が行われるように、固液間で急激な転移を有さない粘弾性材料であ
る。本発明の目的のために、組成物を「溶融」させるべく、広い温度範囲が用いられるで
あろう。吸収は、処理の連続動作の間、低温で遅く、高温で早く進むであろう。説明の全
体において、感光性要素１１は、まだ照射（露出）されていない要素の状態を意味し、感
光性要素１６、感光性要素シート１６、可撓性シート１６またはシート１６は、照射され
てはいるが、まだ非照射（非硬化）部分を取り除くよう十分に現像されていない要素の状
態を意味し、感光性要素１６ａ、可撓性シート１６ａ、シート１６ａまたは、刷版１６ａ
は、レリーフパターンを完全に形成すべく非照射（非硬化）部分を除去することにより十
分に現像されており、一実施形態において、フレキソ印刷版として用いるのに適している
要素の状態を意味する。
【００３３】
図２は、本発明の装置の第１実施形態を刷版処理機１０として示す。刷版処理機１０は、
予め形成されると共に予め画像に応じて化学線現像され、処理機１０に合った大きさのシ
ート形状を呈する感光性要素１６を受け入れる。装置は、支持フレーム１２（図６に模式
的に示される）、および、支持フレーム１２に装着された供給トレイ１４を含み、供給ト
レイ１４は、可撓性を有する感光性要素シート１６をロードすべく受け入れるのに適した
サイズおよび形状を有している。可撓性シート１６ａは、処理後に、レリーフパターンを
有するように形成される。可撓性シート１６ａは、トレイ１４の下方のコンベヤ１４４に
よって受け取られる。
【００３４】
本発明の刷版処理機１０は、図示された実施形態において装置の第１側面１９から見て反
時計回りに回転するドラム１８を含んでいる。ドラム１８は、他の機械要素にシート１６
を支持および搬送する搬送手段として機能する。ドラム１８は、ドラムの外面２２に横方
向に取り付けられた、可撓性シート１６の先端をドラムの外面２２に固定するための面一
に取り付けられたクランプ２０を有する。一実施形態では、クランプ２０は、細長であり
、ドラムの回転方向と反対方向に接線方向に延びる複数の歯２６を有する。動作の際、ク
ランプ２０は、図３に示されるアクチュエータ手段２８によって、外方かつドラム１８の
外面２２から離れるように速やかに起こされる。空気圧シリンダは、垂直方向からおよそ
３０°の角度で放射状に取り付けられている。空気圧シリンダ３０は、それぞれ、ドラム
１８の（紙面における）回転軸３６から離れるように径方向の力を作用させる止め部３４
を備えた端部３２（図５に示される）を有する。アクチュエータ手段２８の動作は、図４
に示されるようにクランプ２０の特徴をまず検討することによって一層明瞭に理解されよ
う。
【００３５】
クランプ２０は、実質的に細長い。好ましい実施形態において、クランプ２０は、シート
１６の全幅にわたって延在する。クランプ２０の下面には、複数の支持脚３８が固定して
取り付けられており、支持脚３８は、ドラム壁部を通過してドラムの内部に延出する。一
実施形態において、支持脚３８は、円柱状を呈しており、一実施形態では、矩形バースト
ックから形成されている横ロッド４０に固定して接続されている。
【００３６】
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横ロッド４０の各端部には、実質的にロッド４０の中心を貫通する軸４４に沿って回転可
能に取り付けられたカム従動部４２がある。好ましい実施形態において、カム従動部４２
は、実質的に円柱状を呈する。好ましい実施形態では、カム従動部４２なしのロッド４０
の長さがドラム１８の幅よりも僅かに短く、カム従動部４２はドラムの側面から外方に延
出する。
【００３７】
図５に示されるように、空気圧シリンダ３０の第１端部３２は、制御装置（図示せず）か
らの信号に応じて矢印４８で示されるように逆行する。制御装置（図示せず）は、制御パ
ネル５０（図２に示される）からプログラム可能であると共に操作可能である。一実施形
態において、制御パネルは、例えば、オン／オフスイッチ、要求されるシートごとのサイ
クル数を選択するための選択スイッチ、クランプ２０を操作するための開閉スイッチ、装
置のサイクルを決定するための指示ランプ、および、動作温度を指示するＬＥＤ読み出し
部といった多数の装備を含んでいる。制御装置は、なされるべき動作パラメータの変化を
容易に可能にするプログラマブルコントローラであると好ましい。
【００３８】
各第１端部３２は、カム従動部４２の中心シリンダ軸４４と実質的に平行な方向に延びる
止め部３４を有する。止め部３４は、カム従動部４２と係合し、空気圧シリンダ３０が横
ロッド４０およびクランプ２０をドラム１８の中心回転軸３６（図３に示される）から離
れるように持ち上げることを可能にする。クランプ２０は、ドラムが休止状態にある際に
手動スイッチによって開かれる。また、第１実施形態の装置は、図３に示されるように一
対の第２のアクチュエータ５４を有し、第２のアクチュエータ５４も空気圧シリンダ５６
であって、フレーム１２に強固に取り付けられている。空気圧シリンダ５６は、それぞれ
、ドラム１８が動作する際に異なる回転位置で同一のカム従動部４２を受ける止め部６０
（図５に示される）をもった第１端部５８を有する。止め部６０は、ドラムの回転中にカ
ム従動部４２と係合するので、止め部６０のサイズおよび形状は、湾曲されていると共に
止め部３４よりも大きくされており、止め部３４は、ドラムが静止している際に、同一の
カム従動部４２と係合する。図４を再度参照するに、支持脚３８が、クランプ２０と横ロ
ッド４０との間でクランプ２０とロッド４０とに固定して取り付けられている。各支持脚
３８の周りには、引張バネ６２が延在しており、引張バネ６２は、カム従動部４２に全く
力が加えられていない際に、クランプ２０をドラムの外面２２と実質的に面一に保持する
。
【００３９】
クランプ２０は、ドラム１８のクランプ受容面６６とクランプ２０の下面６４とによって
画成される開口に可撓性シート１６の先端２４を挿入するに足りるクリアランスを提供す
るのに十分な高さだけリフトしなければならない。シートを所定位置に保持するために、
シート１６は、クランプ２０の歯２６のおよそ１．２７ｃｍ下方に位置決めされさえすれ
ばよい。クランプ２０の下面６４は、シート１６をしっかりと把持すると共にシート１６
をドラム１８の所定位置に保持する下向き突出端部６８を有する。
【００４０】
制御パネル５０（図２に示される）が稼動している際、ドラム１８は、「開始」位置にあ
るべきである。そうではない場合、制御装置は、ドラム駆動モータ７３（図６に示される
）を作動させて、クランプ２０が供給プレート７０の前端の僅かに上に位置する「開始」
位置にドラム１８を前進させる。カム作動マイクロスイッチ７１（図６に示される）は、
ドラム１８が「開始」位置に達すると、ドラムを停止させるために信号を制御装置に送る
。
【００４１】
供給プレート７０は、クランプ２０に向けてシート１６の先端２４を付勢するように僅か
に傾斜させられている。好ましい実施形態では、クランプ２０を上方に持ち上げ、クラン
プ２０を「開」位置に保持するクランプアクチュエータ２８（図３に示される）を作動さ
せるべく、手動スイッチ（図示せず）が通電される。第２の手動スイッチ（図示せず）は
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、クランプを閉じるために通電される。第３の「開始」スイッチ（図示せず）は、制御シ
ーケンスを始動させる。「開始」スイッチが入れられると、駆動モータ７３（図６に示さ
れる）は、ドラム１８を回転させ始める。ドラム１８は、ドラム表面で計測されると好ま
しくは１分間におよそ７６．２ｃｍ（リニアセンチメートル）で回転する。
【００４２】
一実施形態のドラム１８は、およそ５５のショアＡ硬さを有するシリコンラバーの組成物
層７５によってコートされている。最も好ましいラバーコーティングは、厚さ３／１６イ
ンチ（およそ４．７６ｍｍ）のシリコンラバーであり、アルミナ粉体が混入されている。
この形式のラバーコーティングは、ミネソタ州ニューホープのＲｏｂｉｎｓｏｎ　Ｒｕｂ
ｂｅｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔ　Ｃｏｍｐａｎｙ，　Ｉｎｃ．により市販されている。アルミナ
粉体は、ドラムの熱伝導特性を１０～２０％の間で改善するものと考えられる。コーティ
ング層７５の硬度は、本発明には不可欠ではないが、重要である。本発明のドラムを覆う
には、およそ３０～６０のショア硬さを有する柔軟なコーティングが適切である。ラバー
によって提供される弾性表面は、高温ローラ７８（図６）によって及ぼされる圧力のもと
で表面が偏向する結果、より長いニップゾーンをもたらすことができる。また、ラバーの
弾性は、ドラムと高温ローラとの間の幾つかの軽微な調整不良を吸収する。他の実施形態
において、ドラムは、ドラムへのシートの粘着を促進させる薄い粘着性コーティングで覆
われた滑らかな金属表面を有する。そのようなコーティングは、Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ
のＤＯＷ　２３６である。この薄いコーティングは、感光性要素とドラムとの間の改善さ
れた熱伝導性を提供する。この場合、ドラムと高温ローラとの間の軽微な調整不良を吸収
するための他の手段が備えられるべきである。
【００４３】
図６は、本発明の第１実施形態による側部断面図を示す。ドラム１８は、静止する支持フ
レーム１２に回転するように取り付けられ、矢印７２で示されるように反時計方向に回転
する。感光性要素シート１６（図２に示される）は、供給トレイ１４の表面１３に配置さ
れ、矢印７４で示される方向に付勢される。可撓性シート１６の先端は、クランプ２０に
挿入される。シート１６は、処理中に、ドラムの表面２２と実質的に接触したままとなる
。図示された実施形態において、ドラム１８上の感光性要素１６の組成物層の外側表面２
７に向けられた焦点輻射ヒータであるヒータ３００からなる第１加熱手段がドラム１８に
近接して配置されている。ヒータ３００は、組成物層の非照射部を溶融させて層の一部を
液化させるのに十分な温度Ｔ２以上の温度Ｔ１まで外側表面２７の温度を上昇させる。ヒ
ータ３００は、組成物層１７によって覆われた可撓性基材１５を直接加熱しない形式のヒ
ータである。ヒータは、可撓性基材１５の外側表面側２３から、または、双方の表面２７
および２３からというよりは、むしろ、組成物層１７の外側表面側２７から熱を加える。
これにより、シート１６の熱処理の間、可撓性基材１５の外側表面２３は、温度Ｔ１を少
なくとも華氏で２０度（およそ１１．１℃）だけ下回る温度Ｔ３に維持される。図示され
た実施形態において、ヒータ３００は、フレーム１２に接続された支持体３０８のような
エンドサポートに取り付けられた電球３０２，３０４および３０６のような複数の管状赤
外線加熱バルブを備えており、エンドサポートは、電球との電気的接続を提供する。ドラ
ム１８上の感光性要素シート１６に赤外線を合焦させると共に向けるリフレクタ３１０が
、ドラムと対向する電球群の側部に近接している。この実施形態では、ヒータ（電球群お
よびリフレクタ）の中心を通る線が、ドラムを通る径方向線上にあるであろう。リフレク
タを備えたエンドサポートに取り付けられている複数の赤外線加熱電球を備えたヒータは
、ペンシルバニア州１５０８９ウェストニュートンのＴｈｅｒｍ　Ｃｏｉｌ／Ａｉｔｋｅ
ｎ　ＰｒｏｄｕｃｔｓのモデルＥＸＴ－４５０２である。
【００４４】
本発明の刷版処理機１０は、不織材の連続ウェブ７６を供給するための搬送手段を含み、
連続ウェブ７６は、好ましくは、高温ローラ７８と接触する。高温ローラ７８は、ヒータ
３００に近接して位置決めされ、ローラ７８は、組成物層の非照射部を溶融させて層の一
部を液化させるのに十分な溶融温度Ｔ２以上の温度Ｔ４に、組成物層の外側表面２７の温
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度を維持するか、あるいは、それ以上に上昇させる。高温ローラ７８は、組成物層１７の
外側表面２７から熱を加え、可撓性基材１５の外側表面２３が温度Ｔ４を少なくとも華氏
で２０度（およそ１１．１℃）だけ下回る温度Ｔ３に維持されることを可能にする。温度
Ｔ１に加熱すること、および、温度Ｔ４に加熱することの双方は、可撓性基材１５を歪ま
せるであろう温度Ｔ３を下回るように可撓性基材１５を維持するために個別かつ漸増的で
なければならない。現像温度Ｔ３での０．０２～０．１０％を上回る基材の収縮歪みは、
最終的使用において問題を生じさせるのに十分であると考えられる。この歪みは、基材の
収縮特性と、処理において上昇させられなければならない組成物層の温度との間に不整合
が存在する場合、生じてしまうであろう。組成物層の現像温度で高い収縮性を有する基材
は、加熱処理の間、組成物層の現像温度よりも十分に低い温度に保たれなければならない
。本発明の加熱手段は、組成物層と基材との間の温度の相違が基材の歪みを制御する役割
を果たす機能を提供する。基材が必要以上の歪み無しで組成物層の温度に近い温度に耐性
を有し得る場合、本発明の加熱手段によって設定される温度の相違は、大きいものである
必要はないかもしれない。ただし、一般には、基材の温度を組成物層の温度よりも低く保
つことは、一般に有益であると考えられる。
【００４５】
感光性要素を構成する材料の熱慣性によっては、非定常状態温度Ｔ１およびＴ４とは異な
る時間に、非定常状態温度Ｔ３に到達するかもしれない。加熱されたウェブは、感光性要
素シート１６に熱を伝え、組成物層の一部を溶融させると共に、液化されたポリマーの少
なくとも一部を吸収する。ヒータ３００と高温ローラ７８との組み合わせは、硬化してい
ない組成物層の実質的部分が吸収層によって吸収され、感光性要素１６から取り除かれる
厚さになるように、組成物層１７を加熱する。本発明の第１実施形態では、処理後に不織
材７６を巻き取るために巻取ロール８０が備えられている。一実施形態において、巻取ロ
ール８０は、可変速度モータ８２によって独立にベルト駆動される。
【００４６】
一実施形態では、ドラム１８に、感光性要素１６を周囲環境の影響を受けない安定な開始
温度に保つために設けられたヒータが装備されている。それは、装置が作動させられる箇
所で予想される最も高い周囲温度を僅かに超える温度を保つように設定されるであろう。
図示されたヒータは、ミズーリ州セントルイスのＷａｔｌｏｗ　Ｅｌｅｃｔｉｃ　Ｃｏｍ
ｐａｎｙから市販されている電気加熱ブランケット２１である。一実施形態において、加
熱ブランケットは、０．１１４３ｃｍの厚さ、４５．７２ｃｍの幅、および、６０．９６
ｃｍの長さを有する巻線ブランケットである。加熱ブランケット２１は、２０００Ｗの最
大出力を有し、２２０Ｖの電力供給を用いる。ヒータの最大出力がおよそ華氏７５～９０
度（およそ２３．９～３２．２℃）のドラムの表面上の選択されたまず一定の膜温度を維
持するのに十分なものである限り、ドラムを加熱する手段はどのようなものであってもよ
い。通常の作動環境が一定の温度に正確に制御される場合、ヒータ２１は、電源が切られ
てもよく、あるいは、装置から省略されてもよい。ヒータ２１は、感光性要素１６の熱処
理の間、温度Ｔ１およびＴ４を少なくとも華氏で２０度（およそ１１．１℃）だけ下回る
温度Ｔ３に維持される可撓性基材の外側表面２３の温度を保つように常に作動させられる
であろう。
【００４７】
特定の形式の吸収材は、本発明に不可欠なものではないが、最も好ましい不織材は、フロ
リダ州ペンサコラのＣｏｒｅｘ　Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｆａｂｉｃｓによって製造された不
織材であるナイロンランダムウェブのＣｅｒｅｘ（商標）である。ウェブ材７６の選択は
、処理される可撓性シート１６の溶融可能部分の厚さ、溶融可能部分の溶融温度、可撓性
シート１６および不織材７６の双方の熱伝導特性、および、シート１６から吸収材を分離
させる間における不織吸収材の強度に大部分を依存する。
【００４８】
図６に示されるように、第１実施形態のドラム１８は、およそ２５．８８ｃｍの外径およ
びドラムの両端間でおよそ４８．２６ｃｍの幅を有する。一実施形態において、ドラム１
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８は、シートの移動方向に計測して、およそ７１．１２ｃｍの長さの感光性要素シート１
６を処理するのに十分な大きさとなっている。また、４８．２６ｃｍのドラム幅により処
理され得るシート１６の最大幅は、およそ３５．５６ｃｍである。処理される複合シート
全体の厚さは、およそ０．４８～およそ１．８３ｍｍの間の厚さとすることができる。刷
版処理機１０では、上述された最大寸法よりも小さいものであれば、いかなる可撓性シー
ト１６をも処理することができる。
【００４９】
制御装置（図示せず）は、制御パネル５０（図２に示される）によって提供されると共に
プログラム可能である。装置に電源が投入された際、ドラム１８は、「開始」位置にある
。「開始」位置において、クランプ２０の後端は、図４において詳細に示されるように、
供給プレート７０の近傍にある。供給表面１３の上には、ガイドプレート８４が回動自在
に取り付けられている。可撓性シート１６の後縁がガイドプレート８４の先端８３を通過
すると、ガイドプレートは、旋回軸８８に沿って（紙面内に）下向きに回動し、シートの
長さを算出する制御装置（図示せず）に送られて処理される信号を生成するスイッチ９０
と係合する。制御装置は、処理サイクルの最後に、この値を用いてヒータ３００への電力
をいつ切るか、あるいは、いつ減じるか、および、可撓性シート１６から吸収ウェブ７６
をいつ分離させるか、を決定する。
【００５０】
クランプ２０は、ドラム１８が回転している間、可撓性シート１６の先端をドラムの外側
表面に保持する。回転中にドラム表面２２にシート１６を保持するために、定常ローラ９
２が備えられている。定常ローラ９２は、一実施形態において、ドラム１８の表面２２に
よってシート１６が連続的に接触されると共に支持されるように、シート１６と外側表面
２２との間のエアを除くためにドラム１８のほぼ最上流位置に位置決めされている。一つ
の典型的な回転速度は、ドラム表面２２において、およそ７６．２（リニア）ｃｍ／分（
３０インチ／分）である。先の議論より、輻射ヒータ３００と高温ローラ７８との作動温
度を増加させることによって、装置をより高速で動作させることが可能であろう。また、
より低い温度で装置をより低速で動作させることも可能であろう。装置をより高速で動作
させることに伴う問題は、組成物が溶融しにくく、ウェブに吸収させる時間を有し、より
多くのパスが要求されるであろうということである。より多くのパスは、より高速で動作
させることの利点を無にするかもしれず、より多くのパスは、より多くの吸収ウェブ材を
消費する。非常に低速で動作させることに伴う問題は、１回のパスにおいてウェブにより
あまりに多くの溶融可能な組成物が吸収され、装置のガイドロールをウェブが通過する際
に圧搾され、それによって、ロールを汚してしまうということである。最適な動作速度を
決定するには、多くの因子のバランスが要求される。
【００５１】
図６を再度参照するに、可撓性基材１５を少なくとも華氏で２０度（およそ１１．１℃）
だけ低い温度に維持する間に、照射硬化可能な組成物層１７の照射されず硬化していない
部分の溶融温度を越える温度まで可撓性シート１６の外側表面温度を上昇させるためには
、ヒータ３００は、感光性要素シート１６の先端がヒータ３００に達する前に通電され、
高温ローラ７８は、その外側表面が可撓性シート１６の先端２４と接触するまで矢印９４
で示される方向に移動される。第１実施形態において、高温ローラ７８は、その外側表面
と、ローラ７８と接触する吸収ウェブ７６との間の摩擦によって駆動される。シート上の
せん断応力の発生を防止するために、高温ローラ７８、ウェブ７６およびシート１６の線
速度が実質的に同一であることが重要である。そのような応力は、好ましくない不均一な
レリーフ部の厚さおよび歪んだ画像を生じさせることが知られている。高温ローラは、ド
ラム１８の回転方向７２と反対方向に回転する。
【００５２】
ウェブ７６は、静止する支持フレーム１２に回転するように取り付けられた吸収材の供給
ロール９６から引き出される。吸収材のウェブ７６は、高温ローラ７８にウェブを実質的
に水平に搬送するように位置決めされた第１のアイドラローラ９８を通過する。吸収材は
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、一実施形態において作動されてもよい高温ローラ７８と向かい合って接触するようにな
る。高温ローラの動作温度は、およそ２３４℃であるが、上限は、一実施形態においてお
よそ２４５℃（華氏４７３度）であるウェブ７６の溶融温度によって大部分が決定される
。他の温度制限は、基材１５の溶融温度である。好ましい一実施形態の基材１５は、およ
そ２２０℃（華氏４２８度）の溶融温度を有するポリエステルフィルムである。熱伝導は
、定常状態にはないので、２４５℃までの高温ローラ７８の温度は、可撓性フィルム基材
１５を溶融させない。また、高温ローラ７８の温度は、ウェブ７６が移動せず、高温ロー
ラ７８と接触しているウェブ部分が停止している際に、ウェブが溶融しないよう十分に低
くなければならない。高温ロールの温度は、また、可撓性基材１５が、現像処理の間、０
．０２～０．１％より大きな何れの方向における歪みを生じさせる歪み温度に遭遇しない
よう十分に低くなければならない。熱は、ミズーリ州セントルイスのＷａｔｌｏｗ　Ｅｌ
ｅｃｔｉｃ　Ｃｏｍｐａｎｙから市販されているコアヒータにより、高温ローラに与えら
れる。０．９５２ｃｍの直径、５５．８８ｃｍの長さを有すると共に、２２０Ｖの給電を
利用して１４５０Ｗの出力を有するカートリッジヒータは、およそ２３４℃の膜温度を保
つために十分なエネルギを提供するであろう。第１実施形態の高温ローラ７８は、電気コ
アヒータを含むが、本発明は、ウェブを通して組成物層の一部を溶融させるのに十分な膜
温度を提供するために蒸気、石油、高温エアおよび様々な他の加熱源の利用を意図してい
る。高温ローラ７８は、好ましくは、エラストマコーティング１８６の層によって覆われ
るであろう外側表面を有する金属製である。高温ローラ７８をコートするには、およそ３
０～９０の間のショアＡ硬さ単位という幅広い範囲が適切であると考えられるが、最も好
ましいラバーは、およそ５０単位のショアＡ硬さを有する。好ましい実施形態において、
ラバーコーティング１８６は、およそ３／１６インチ（４．７６ｍｍ）の厚さのシリコン
ラバーである。幾つかの場合、高温ロールは、アルミニウムであって、弾性コーティング
無しでアルマイト仕上げされたアルミニウムの外側表面を有する。
【００５３】
弾性シート１６の長さの測定後、および、カム作動マイクロスイッチ９９から先端２４が
高温ローラ７８に最接近した位置にある旨を示す信号を受け取った後、制御装置（図示せ
ず）は、静止するフレーム１２に固定して取り付けられた空気圧シリンダ１００を作動さ
せる。シリンダ１００は伸長し、アイドラローラ９８を支持する移動可能フレーム１０２
および高温ローラ７８を矢印９４で示される方向に移動させる。一実施形態では、シリン
ダ１００が高温ローラ７８を「係合」位置まで搬送した後に選択された圧力で高温ローラ
７８をシート１６に対して付勢する引張バネ１０３がシリンダ１００とフレーム１０２と
の間に備えられている。
【００５４】
図８は、高温ローラ７８が係合された状態の装置１０を示す。高温ローラ７８とドラム１
８との間のニップ１０４すなわち間隔は、高温ローラ７８がこの好ましい実施形態のため
の係合位置にある際に、０ｃｍである。その間隔は、処理中におよそ２．１１～４．９２
ｋｇ／ｃｍ2の間の実質的に均一な圧力、より好ましくは、およそ３．１６ｋｇ／ｃｍ2の
圧力が可撓性シート１６の外側表面２７のニップ領域に加えられるように設定されること
が望ましい。圧力は、吸収ウェブがシート１６と強制的に密接するように加えられる。ニ
ップ領域において、およそ０．７０～７．０３ｋｇ／ｃｍ2の間の圧力は、複合感光性要
素が歪むことなく、シート表面から吸収ウェブへの吸収を向上させるのに十分であると考
えられる。図７は、高温ローラの回転軸に取り付けられた圧力制限装置１０１を示す。装
置１０１は、ドラムの外側端部上に乗って、シート１６に加えられる圧力を制限する。
【００５５】
ウェブ７６が高温ローラ７８を通過すると、その温度は、可撓性シート１６のポリマーコ
ーティングの溶融温度を超えなければならない温度まで急速に上昇させられる。図８にお
けるシリンダ１００は、高温ローラ７８がドラム１８に対して付勢され、ウェブ７６とシ
ート１６の外側表面２７とが密接する状態である伸長位置にある。シート１６がニップ１
０４を通過すると、ポリマーコーティングの一部が液化し、ウェブ７６に吸収される。一



(16) JP 4523748 B2 2010.8.11

10

20

30

40

50

般には、高温ローラ７８を横断する単一のパス（１サイクル）は、硬化していない材料の
レリーフの十分な深さを除去するには不十分である。このような理由のため、制御装置（
図示せず）は、溶融されたポリマーの実質的にすべてがウェブ７６に吸収され得るように
、ドラムが全体で数回の完全な回転を行うことを可能にすべくプログラムされている。感
光性要素、加熱出力、高温ロール温度、および、ドラム速度のある状態として、組成物層
の非硬化部分を所望量だけ取り除くために、１２～１５サイクルを用いることもできる。
【００５６】
好ましい一実施形態は、溶融したポリマーのすべてを取り除くために９パスを要求するが
、より好都合な熱伝導特性をもったより高い吸収性を有する吸収材を選択すると共に、除
去されるべき層の厚さといった他のパラメータを変化させることにより、９パス以下で所
望の吸収を達成し得ることは理解されよう。同様に、他の構成によれば、可撓性シートを
、ヒータ３００および高温ローラ７８に９回以上通過させる必要があるであろう。
【００５７】
吸収後、ウェブ７６は、好ましい実施形態ではモータ１０８によってベルト駆動される駆
動ローラ１０６を通過する。一実施形態において、モータ１０８は、可変速度モータであ
る。モータは、ドラム１８および高温ローラ７８上のシート１６の外側表面の線速度と同
期する線速度で装置１０を通してウェブ７６を引張るサイズのものである。
【００５８】
第１の好ましい実施形態において、駆動ローラ１０６は、研磨性外表面を有する。駆動ロ
ーラ１０６は、好ましくは、サンドペーパーのような研磨材でコートされている。研磨コ
ーティングは、ローラ１０６とウェブ７６との間の摩擦力を向上させ、すべりを防止する
。一実施形態において、ウェブ７６は、駆動ローラ１０６の外側表面の少なくとも３分の
１に接触し、装置１０の全体においてウェブに実質的に均一な張力を与えることを補助す
るアイドラローラ１１０に巻き掛けられている。アイドラローラ１１０に加えて、例えば
、駆動ローラ１０６がウェブを引張る前に、ウェブ供給ロールが急速に展開し過ぎること
を防止するブレーキ１１２が備えられている。
【００５９】
第２のアイドラローラ１１４は、ウェブ７６に張力を保つために任意に備えられる。ウェ
ブ７６は、ローラ１１０および１１４の間から出た後に、他の一対のガイドローラ１１６
および１１８に向けられ、巻取ローラ８０によって回収される。
【００６０】
一実施形態において、巻取ローラ８０は、可変速度モータ１２２によってベルト駆動され
る。このモータの速度は、回収されるウェブの引張りの支障をきたさないように調整され
なければならない。モータがウェブの引張りに干渉する場合、この方式により形成される
レリーフパターンを有する最終的に形成された可撓性シート１６ａが、例えば、一定の高
さのレリーフ部を有さず、あるいは、歪んでしまい、フレキソ印刷版として商用的に許容
されなくなってしまうかもしれない。
【００６１】
他の実施形態によれば、静止するフレーム１２に直径センサ１２４が装着され、直径セン
サ１２４は、巻取ロール８０に巻き取られる吸収材の外径を測定する。センサ１２４が回
動すると、センサからの出力電圧が変化する。更に他の実施形態では、磁性粉体クラッチ
（図示せず）が巻取ロール８０を支持する回転軸に取り付けられ、変化するセンサ１２４
からの出力電圧が巻取率を制限するように軸へ加えられるトルクを変化させる。このクラ
ッチ機能は、巻取ロール８０の近傍でウェブ７６の部分への実質的に均一な張力を維持す
る。
【００６２】
他の実施形態では、供給ロール９６にも、センサ１２４と実質的に同様の仕方で動作する
直径センサ１２６が装備される。変化する電圧が、供給ロール９６を支持する軸に加えら
れるトルクを変化させ、ウェブ７６に一定の張力を維持する。供給ロール９６の巻解きを
制限するためのブレーキを置き換えるための代替的装置の一例は、磁性粉体ブレーキであ
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る。アイドラローラ１１０／駆動ローラ１０６の配列および磁性粉体ブレーキは、均一な
張力が加えられて実質的に一定の速度で移動するウェブ７６を搬送する。これに対して、
ブレーキ１１２は、単に、ウェブにおける張力を大まかに維持する。
【００６３】
第１実施形態において、ガイドローラ９８、高温ローラ７８、駆動ローラ１０６、駆動モ
ータ１０８およびアイドラローラ９８，１１４は、すべて、空気圧シリンダ１００によっ
て作動される移動可能な支持構造体（移動可能フレーム）１０２に取り付けられている。
図８および図９に示される移動可能な支持構造体１０２は、一対の支持ブラケット１３２
および１３４を通ってドラム１８に向けて水平にスライドする２本の離間されたロッド１
２８および１３０から吊り下げられている。第１実施形態において、支持ブラケット１３
２および１３４は、静止するフレーム１２に固定されている。動作時に、図８に示される
空気圧シリンダ１００が作動されると、移動可能な支持構造体１０２の全体は、離間され
たロッド１２８および１３０に沿って高温ローラ７８がドラム１８と接触するまでスライ
ドする。この位置は、高温ローラ７８の「走行位置」と称される。
【００６４】
第１実施形態の制御手段（図示せず）は、感光性要素シート１６の先端２４がヒータの端
部３００ａに達する前に、ヒータ３００をオン状態にする。また、制御手段は、可撓性シ
ート１６の先端２４（図６に示される）がニップ１０４に達すると、速やかに支持構造体
１０２上のアッセンブリを走行位置に移動させる。一実施形態において、高温ローラ７８
は、ウェブ７６の温度をおよそ２３４℃に上昇させる。この温度では、加熱されたウェブ
と接触する可撓性シートの上層の非硬化部分が液化する。複合可撓性シート１６の熱伝導
特性によっては、吸収後、可撓性シート１６からウェブ７６を直ちに分離させる必要があ
る。これは、可撓性シート１６の表面からウェブ７６を、角度１３５として示されるよう
に、シート１６の移動方向からおよそ９０°の方向に引き離すことにより達成される。少
なくとも４５°の角度で吸収材を引き離すことが、液化したポリマーが冷却して再硬化す
る前に、ウェブからシートを外すために必要であると考えられる。好ましい角度の範囲は
、７５～１０５°の範囲にあり、最も好ましい角度は、およそ９０°である。ニップ１０
４における吸収時点の後、可撓性シート１６は、僅かに撓んでドラム１８から短時間のう
ちに離れる。水平よりも僅かに下方への角度でウェブ７６を引張ることにより、可撓性シ
ート１６とウェブ７６とは速やかに分離する。可撓性シート１６の後端がヒータ３００の
範囲を通過すると、制御装置は、シート長さおよびヒータの特性に応じてヒータ３００へ
の電力を断つか、あるいは、減じるであろう。可撓性シート１６の後端がニップ１０４を
通過すると、制御装置（図示せず）は、高温ローラ７８をドラムから離すように移動させ
、駆動モータ１０８を停止させ、先端がヒータ３００とニップ１０４とに戻るように、感
光性要素シート１６を再度進行させる。この「急速進行」機能は、時間を節約するために
通常の３～４倍の速度でドラムを回転させ、装置能力を改善する。この急速な進行は、ド
ラム上のシートの後端と先端との間にはかなりの間隔が存在するので、シート長さがドラ
ムの外周に対して短い場合にのみ用いられる。
【００６５】
ブレーキ１１２は、ドラム１８が新たなサイクルを開始するために前進する間、ウェブ７
６の移動を停止させる。ブレーキ１１２は、無駄な使用されていないウェブ材７６を除去
する。典型的な一実施形態において、装置は、各シート１６について９回の吸収工程を行
う。９サイクルの終了時に、そして、感光性要素の後端がニップ１０４を通過すると直ち
に、制御装置は、シート１６の後端を配置する前に行われた測長を利用するタイミングシ
ーケンスを開始する。シートの後端がヒータ３００およびニップ１０４から離れると直ち
に、制御装置は、ヒータへの電力を断つと共に、高温ローラ７８をドラムから離れるよう
に移動させ、駆動モータ１０８を停止させる。ドラムが回転し続けている際、カム作動マ
イクロスイッチ１０９は、ドラム１８のカムと係合して制御装置によって受け取られる信
号を生成する。制御装置は、完全に形成されているフレキソ版１６である可撓性シートの
先端を開放するクランプアクチュエータ５４（図３に示される）を作動させる。
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【００６６】
また、可撓性版１６ａの先端は、供給トレイ１４の下面に一端が回動自在に取り付けられ
た空気圧シリンダ１３８を含む剥ぎ取り装置１３６によって、ドラムから解放されること
を支援される。シリンダの反対側の端部には、好ましい実施形態においてドラム幅の端か
ら端に横方向に延在する剥ぎ取りブレード１４０が回動自在に取り付けられている。最も
好適な剥ぎ取りブレード１４０は、ドラムの外側表面に向けて延びると共にクランプ２０
（図２に示される）の歯２６と噛合う複数のフィンガーを有する。制御装置（図示せず）
は、最後のサイクルの終了時に、剥ぎ取りブレード１４０をドラム１８の外側表面と接触
するまで延出させる。形成されたフレキソ版の先端は、ドラムの外側表面からそっと持ち
上げられて取り外され、刷版は、矢印１４２で示される方向に移動される。最も好ましい
実施形態では、コンベヤ１４４が、装置１０から形成された刷版１６ａのそれぞれを取り
出す。第１実施形態においてコンベヤ１４４の一部であるアイドラローラ１６８は、高温
ローラ７８と剥ぎ取り装置１３６との間に位置決めされる。このローラ１６８とドラム１
８との係合は、クランプ２０が先端を開放した後、刷版１６ａを駆動する。
【００６７】
図９を再度参照するに、吸収ウェブ材７６の供給ロール９６は、一実施形態ではブレーキ
１４８および１５０である引張手段に装備された軸１４６に取り付けられている。ブレー
キ１４８および１５０は、それぞれ第１端１５２（図８に示される）において固定して取
り付けられた可撓性ストラップから形成される。ストラップは、一実施形態において実質
的に滑らかな外側円柱面を有するシーブ１５４および１５６の周りに巻き付いている。シ
ーブ１５４および１５６は、供給ロールの軸１４６に固定して取り付けられている。一実
施形態によるブレーキ１４８，１５０は、可撓性レザーストラップを含む。ストラップは
、静止する支持フレーム１２に固定して取り付けられた第１端１５２と、それぞれ静止す
るフレーム１２に固定して取り付けられている引張バネ１５８および１６０が備えられた
反対の端部とを有する。
【００６８】
動作時には、ブレーキ１４８および１５０は、ウェブ７６が駆動ローラ１０６によって引
張られるとウェブ７６に張力を与える。供給ロール９６の直径が変化すると、その張力は
僅かに変化する。他の実施形態では、供給ロール９６の外径を検出するセンサ１２６が備
えられる。センサ１２６は、回動位置により変化する電圧を有するポテンシオメータであ
る。電圧出力は、軸１４６に取り付けられて軸１４６のトルク出力を変化させる磁性粉体
ブレーキ（図示せず）に送られる。磁性粉体ブレーキおよびセンサ１２６は、共に、ウェ
ブ７６に実質的に一定の張力を維持する。
【００６９】
図１０は、本発明の好ましい実施形態のドラム１８を示している。本発明の重要な形態は
、最もスムースに実行可能な回転を達成すると共にバックフラッシュを防止するようにド
ラムの運動を設計することである。ギヤ１６２は、ドラム１８の第１端１６４に取り付け
られており、ドラム１８の外側表面２２のごく近傍の地点でピニオン１６３と噛合ってい
る。第１の実施形態では、モータ７３に供給される電流の方向を反転させる電気回路から
構成されるブレーキがドラム１８の回転を停止させるために備えられている。このブレー
キ法は、発電ブレーキとして一般に称されるものである。図１１を参照するに、ピニオン
１６３のシャフトの中心軸１６６は、ギヤ１６２とピニオン１６３とが外側表面２２近傍
の地点で噛合うように、ドラム１８の外側表面２２に対して密に間隔を置かれている。
【００７０】
図１０に示される一実施形態におけるアイドラローラ９２は、可撓性シートに、例えば、
その自重分だけ微小な圧力を作用させる。アイドラローラ９２は、可撓性シート１６の下
方から閉じ込められたエアを強制的に除去し、可撓性シート１６とドラム１８との間の熱
伝導を改善する。第２のアイドラローラ１６８は、アイドラローラ９２からおよそ１８０
°離間されており、クランプ２０が先端を開放した後に可撓性シート１６を駆動する役割
を果たす。アイドラローラ１６８もまた、装置１０から形成された刷版を移動させるコン
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ベヤ１４４（図８に示される）の一部である。一実施形態において、ローラ１６８は、ド
ラム１８に対してバネ付勢される。
【００７１】
最も好ましい実施形態の制御スキームは、装置１０を制御するためにカム作動スイッチお
よびタイマを使用するものであるが、図１０は、本発明の動作を制御する代替的装置を示
している。この装置では、一連のパルスを生成して多数のカウンタに送出するエンコーダ
１７０が備えられている。カウンタは、装置１０を制御するために公知の手段を用いる。
エンコーダ１７０の代わりとなるものは、ドラム１８に取り付けられたギヤ１６２のギヤ
歯をカウントして、装置１０を制御するために必要なパルスを生成するセンサ（図示せず
）である。
【００７２】
図１２は、一実施形態におけるドラム１８の設計の他の形態を示している。ドラム１８は
、ドラムの表面を歪ませると共に許容し得ないフレキソ版を作り出してしまう熱応力を防
止するように構成されている。ドラム１８は、主壁部１７２を有する。実質的に円筒状の
主壁１７２の各端部には、ハブ１７４および１７６が取り付けられており、ハブ１７４お
よび１７６は、両者を通って延びる４本の離間されたタイロッド１７８によって所定位置
に保持されている。各タイロッド１７８の中央近傍には、ハブ１７４および１７６を主壁
部１７２に対して保持する機能を有すると共に、主壁部１７２が回転軸と実質的に平行な
方向に円滑に伸長することを可能にする引張バネ１８０がある。
【００７３】
図１３は、一方のハブの構成を示す。各ハブ１７４，１７６は、中心スタブシャフト１８
２に取り付けられている。一実施形態において、１つのスタブシャフト１８２は、中空で
ある。タイロッド１７８は、それぞれおよそ９０°おきに配置されたアーム１８４に取り
付けられている。ドラム１８のこの設計は、シャフト１８２の軸に平行な方向における伸
長を提供するだけでなく、全ての方向への伸長を可能にする。また、ハブ１７４および１
７６には、一実施形態において、互いにおよそ９０°をおいて配置されており、ドラム１
８の主壁部１７２からキー（図示せず）を受容する４個のスロット１８８が装備されてい
る。スロット１８８およびキー（図示せず）は、ドラム１８の回転軸に対して主壁部１７
２が同心を保つことを確実にすると共に、ハブ１７４および１７６と主壁部１７２との間
の相対的な回転移動を防止する。
【００７４】
図１４は、感光性要素１６の熱現像を行う刷版処理機１０の第２実施形態を示している。
図１４の処理機は、図２に示される処理機１０と類似しており、同様の要素には同一の参
照符号が付されている。図１４の場合、明確化のために装置のカバーが外されている。図
１４に示される本発明の第２実施形態は、支持フレーム１２（図１５に概略的に示される
）、および、支持フレーム１２に取り付けられた供給トレイ１４を含み、供給トレイ１４
は、可撓性を有する感光性要素シート１６をロードすべく受け入れるのに適したサイズお
よび形状を有している。刷版処理機１０ａは、図示された実施形態において装置の第１側
面１９から見て反時計回りに回転するドラム１８を含んでいる。ドラム１８は、他の装置
要素へフィルムのシートを支持および搬送する搬送手段としての役割を果たす。ドラム１
８は、ドラムの外面２２に横方向に取り付けられた、可撓性シート１６の先端をドラムの
外面２２に固定するための面一に取り付けられたクランプ２０を有する。一実施形態では
、クランプ２０は、細長であり、ドラムの回転方向と反対方向に接線方向に延びる複数の
歯２６を有する。最終シートサイクルの後に処理が完了すると、完全に形成されたレリー
フパターンを備えた可撓性シートすなわち刷版１６ａは、トレイ１４の上方に配置された
コンベヤ１４４ａによって受け取られ、コンベヤ１４４がトレイ１４の下方に配置されて
いる図２の第１実施形態１０とは細部で異なっている。剥ぎ取りブレード１４０は、ドラ
ム１８の外側表面に向けて延びると共にクランプ２０の歯２６と噛合う複数のフィンガー
を有する。アイドラローラ１６８は、剥ぎ取りブレード１４０の近傍に配置されている。
このローラ１６８は、ドラム１８と接触すると、シートの最終サイクルの完了時にクラン
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プ２０が先端を解放した後にシート１６を駆動する。制御装置（図示せず）は、制御パネ
ル５０によって提供されると共にプログラムされる。
【００７５】
図１５は、図６の第１実施形態１０に類似する第２実施形態１０ａを示している。図１４
の場合のように、第１実施形態と同様の要素には、同一の参照符号が付される。ドラム１
８は、静止する支持フレーム１２に回転するように取り付けられ、矢印７２で示される反
時計方向に回転する。感光性要素シート１６（図１４に示される）は、供給トレイ１４の
表面１３に配置され、矢印７４で示される方向に付勢される。可撓性シート１６の先端は
、クランプ２０に挿入される。シート１６は、処理中に、ドラムの表面２２に実質的に接
触したままとなる。図示された実施形態において、ドラム１８上の感光性要素１６の組成
物層の外側表面２７に向けられた焦点輻射ヒータであるヒータ３００からなる第１加熱手
段がドラム１８に近接して配置されている。ヒータ３００は、組成物層の非照射部を溶融
させて層の一部を液化させるのに十分な温度Ｔ２以上の温度Ｔ１まで外側表面２７の温度
を上昇させる。ヒータは、可撓性基材１５の外側表面側２３から、または、双方の表面２
７および２３からというよりは、むしろ、組成物層１７の外側表面側２７から熱を加え、
シート１６の熱処理の間、可撓性基材１５の外側表面２３が温度Ｔ１を少なくとも華氏で
２０度（およそ１１．１℃）だけ下回る温度Ｔ３に維持されることを可能にする。図示さ
れた実施形態において、ヒータ３００は、支持体３０８のようなエンドサポートに取り付
けられた電球３０２，３０４および３０６のような複数の管状赤外線加熱バルブを備えて
おり、エンドサポートもまた、電球との電気的接続を提供する。ドラム１８上の感光性要
素シート１６の組成物層１７の外側表面２７に赤外線を合焦させると共に向けるリフレク
タ３１０が、ドラムと対向する電球群の側部に近接している。図１６を参照するに、この
第２実施形態のヒータは、線３１１により示され、ヒータバルブの中心およびドラムの中
心を通る径方向線３０９から角度３０７をなしているその対称線を有している。これによ
り、ヒータ３００からの放射は、ドラム１８と高温ローラ７８との間でドラムおよび高温
ローラの中心を結ぶ径方向線３０３に沿って横たわっているニップ３０５に近づけられる
。図１５の第２実施形態において、角度３０７はおよそ１５°であり、第１実施形態にお
いて、角度３０７（図示せず）は０°となるであろう。
【００７６】
刷版処理機１０ａは、不織材の連続ウェブ７６を供給するための搬送手段を含み、搬送手
段は、好ましい実施形態において高温ローラ７８である。高温ローラ７８は、ヒータ３０
０に近接して位置決めされ、ローラ７８は、組成物層の非照射部を溶融させて層の一部を
液化させるのに十分な溶融温度Ｔ２以上の温度Ｔ４に、組成物層の外側表面２７の温度を
維持するか、あるいは、それ以上に上昇させる。温度Ｔ１に加熱すること、および、温度
Ｔ４に加熱することの双方は、可撓性基材１５を歪ませるであろう温度Ｔ３を下回るよう
に可撓性基材１５を維持するために個別かつ漸増的でなければならない。現像温度Ｔ３で
０．０２～０．１０％を上回るの基材の収縮歪みは、最終的使用において問題を生じさせ
るのに十分であると考えられる。感光性要素を構成する材料の熱慣性によっては、非定常
状態温度Ｔ１およびＴ４とは異なる時間に、非定常状態温度Ｔ３に到達するかもしれない
。第１実施形態とは異なり、第２実施形態では、高温ローラ７８は、図１７Ａに示される
アクチュエータ３２０および３２２の付勢のもと、旋回軸３１６および３１８の周りで回
動するアーム３１２および３１４に取り付けられている。アクチュエータ３２０および３
２２は、ビーム３２４に取り付けられており、ビーム３２４は、一端３２６が２個の弾性
ブッシュ３２８および３３０によってアーム３１２に取り付けられ、反対側の端部３３２
において、ビーム３２４は、２個の弾性ブッシュ３３４および３３６によってアーム３１
４に取り付けられている。２体のアクチュエータ３２０および３２２は、ビーム３２４を
付勢するために一斉に作動するが、同様の作用を達成するために、ビーム３２４の中央に
、より大きく、より高圧の単一のアクチュエータを用いてもよい。アーム３１２および３
１４は、ドラム１８と高温ローラ７８との間の相対運動を提供すべく図８の第１実施形態
において移動可能フレーム１０２が行ったのと同様の機能を果たす。
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【００７７】
図１７Ｂは、ブッシュがビーム３２４をアーム３１２および３１４に接続している方式を
示している。図１７Ｂは、アーム３１２の穴３３８を貫通すると共に、ビーム３２４の端
部３２６に当接する中空円筒ブッシュ３３０を示している。ショルダーボルト３４０は、
ワッシャ３４２を貫通すると共に、ブッシュ３３０の中空パッセージ３４４を貫通し、ビ
ーム３２４の端部３２６のネジ穴３４６に螺合されている。肩部３４０ａが端部３２６に
きつく当接するように、ボルト３４０が穴３４６に十分に螺合されると、ボルト３４０は
、弾性ブッシュ３３０を軸方向に圧縮し、アーム３１２の穴３３８とフィットした状態で
あるが弾性的に係合するようにブッシュ３３０を径方向に拡長させる。ビームの各端部に
おいてそのような２個のブッシュを用いることにより、アーム３１２および３１４に対す
るビーム３２４の回転が防止される。ビームの各端部におけるブッシュは、取り付けられ
た高温ローラ７８をドラム１８に対して矢印３１５で示される方向に付勢し、感光性要素
に対して吸収ウェブを押圧するようにアクチュエータがビームに対して作動する際、各ア
ームの少量の個別移動を可能にする。これにより、ドラム上の感光性要素に対する高温ロ
ーラの自己調整が可能になると共に、設定が困難であるドラムに対する高温ローラの正確
な機械的調整が解消される。
【００７８】
高温ローラ７８の下方かつその近傍には、フレーム１２に回動自在に取り付けられたスイ
ングアーム３１７のようなスイングアームの各端部に取り付けられているアイドラローラ
３１３がある。各スイングアームは、一端がフレーム１２に取り付けられると共に反対側
の端部がアーム３１５に取り付けられているバネ３１９のようなバネによってドラム１８
に対して付勢されている。アイドラローラ３１３は、感光性要素シートが高温ローラから
出ると共に吸収ウェブがシート１６から剥ぎ取られている際に、ドラムに対して感光性要
素シート１６を押圧するようにドラム１８に向けて連続的に付勢される。シートの後端が
高温ローラを離れた後に、それが重力の影響によってドラムから剥がれ落ちないように、
シートの後端をドラムに対して押圧すると好ましい。
【００７９】
吸収ウェブ７６の巻取経路は、図６および図１５にそれぞれ示されているように、第１実
施形態１０と第２実施形態１０ａとの間で僅かに異なる。図１５において、ウェブ７６は
、供給ロール９６から巻き出され、曲がりくねった経路のロール３４８および３５０の間
を通過する。供給ロール９６は、ウェブ７６に軽い巻き出し張力を保つ軽摩擦ブレーキに
接続されている。ロール３５０は、電磁ブレーキに接続され、ロール３４８は、バネ付勢
されたニップロールであり、このロールの組み合わせは、供給ロールブレーキとは独立に
ウェブに作動張力を加える役割を果たす。ウェブ７６は、高温ローラ７８に案内されると
共に駆動ローラ１０６ａおよび他のバネ付勢されたニップロールであるアイドラローラ１
１０ａに案内される。ローラ１０６ａおよび１１０ａの組み合わせは、第１実施形態のロ
ーラ１０６および１１０（図８Ａ参照）と同様に、ドラム１６上のシート１６の表面速度
と合致する制御された表面速度でウェブを駆動する役割を果たす。そして、ウェブ７６は
、巻取ロール８０に巻き取られる。駆動ローラ１０６ａは、モータ１０８ａによって駆動
され、モータ１０８ａは、磁性粉体クラッチを介してウェブに軽い巻取張力を保つように
巻取ロール８０をも駆動する。
【００８０】
第１実施形態と比較して他の重要な第２実施形態の相違点は、ウェブの一側および他側に
向けられ、ドラム１８から離れるように搬送されるウェブ７６に吸収される液化した組成
物層を硬化させる紫外線ランプ３５２および３５４が追加されている点にある。この硬化
補助は、ウェブ７６用の駆動ローラおよびアイドラローラ上の液化した組成物の堆積を最
小化する。そのようなＵＶランプとしては、コネチカット州０６４３０フェアフィールド
のＶｏｌｔａｒｃ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ，Ｉｎｃ．から、モデルＮｏ．ＦＲ３０Ｔ
８／ＢＬ９／ＢＰ／１８０を得ることができる。
【００８１】
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第２実施形態において、冷却手段３５５が備えられており、冷却手段３５５は、ブロア３
５６と、ドラムの表面２２の近接してドラムの周りに沿った方向に延びるように配された
光学シュラウド３５８とを備える。冷却手段は、感光性要素シートを冷却するための吸収
材ウェブ７６から感光性要素が分離される箇所に位置決めされている。ブロアは、ドラム
１８上のシート１６の表面にエアの流れを向け、シュラウド３５８（任意である）は、ド
ラムの一部の周囲にエアの流れをドラムの回転方向と反対の方向に向ける。そのようなブ
ロアとしては、コネチカット州０６４３０ファーミントンのＥＢＭ／Ｐａｂｓｔ　Ｃｏｍ
ｐａｎｙから、モデルＱＫ０８Ｂ－２ＥＭ．７０．ＣＨを得ることができる。冷却手段の
他の一実施形態は、直接接触により可撓性基材１５を冷却するようにドラム支持表面２２
の下方に冷却流体を循環させることである。これは、冷却手段３５５に代わる実施形態と
して、または、それを補充するものとして利用され得る。そのような冷却手段が採用され
れば、図６の第１実施形態におけるヒータ２１について言及した、上述の加熱によるドラ
ム温度の安定化は採用されず、ドラム温度は、代わりに冷却によって安定化されるであろ
う。
【００８２】
冷却手段の他の実施形態は、第１または第２実施形態のドラム構造体１８の内部を通して
エアのような冷却ガスを強制的に循環させることからなる。図１９は、ドラム１８の壁部
１７２の内側表面４２４に近接して環状プレナム４２０およびパッセージ４２２が備えら
れているそのような配置の一例を示している。パッセージ４２２は、シートクランプ２０
（図６および図１５）が配置されるであろう箇所を除いて、内側表面４２４の外周面の実
質的部分の周りに延在している。パッセージは、軸端４２６および４２８で開放されてい
る。プレナム４２０は、パッセージ４２４の実質的部分の周りに延在しており、支柱４２
０および４３２のような複数の支柱と、ハブ１７４および１７６とによって内側表面４２
４に取り付けられている。冷却エアは、複数の電動ファン４３４によってプレナム４２０
に強制的に導入される。エアは、プレナムの複数のオリフィス４３６を通って、矢印４３
８のような矢印によって概ね図示されるように、環状パッセージ４２０に流れ込む。オリ
フィス４３６からのエアが内側表面４２４に直接衝突することにより、知られている「エ
ア衝突ジェット冷却」によって表面４２４からの熱伝導が増加する。パッセージ４２０か
ら、矢印４４０のような矢印によって概ね図示されるように、エアは、端部においてドラ
ムを出る。フレッシュエアは、矢印４４４のような矢印によって概ね図示されるように、
ドラム１８の内部４４２を介してファンに供給される。ドラム１８の内側表面４２４に近
接したエアの循環は、主壁部１７２および外側表面２２から熱を取り除く。外側表面２２
と接触する可撓性基材１５と組成物層１７とを備える感光性要素のシート１６は、ドラム
１８の主壁部１７２の外側表面２２に取り付けられる。要素１６は、可撓性基材が組成物
層よりも低い温度まで冷却された状態で、主壁部１７２および外側表面２２から熱を取り
除くことによって冷却される。
【００８３】
ドラムおよび高温ロールの加熱要素をそれぞれ制御すべくロール温度をモニタするために
、温度センサがドラムおよび高温ロールに近接して取り付けられる。また、それらは、い
つ装置をウォームアップし、開始準備するかを決定するために、装置制御装置によってモ
ニタされる。図１５を参照するに、冷却手段の直後の位置にドラム１８の表面２２の横方
向端部表面または端部に近接して、センサ３５７が配置されている。このセンサは、赤外
線センサであり、バージニア州２４５４０ダンビルのＥｌｅｃｔｒｏｎｉｃ　Ｄｅｖｅｌ
ｏｐｍｅｎｔ　Ｌａｂ，Ｉｎｃ．から、モデルＣＩ－１－Ｂ、Ｔｙｐｅ　Ｊ，０－５００
Ｃとして得ることができる。また、図１７Ａを参照するに、ウェブ７６によって巻き付か
れることがなく、ドラム１８と対向する高温ロール７８の背後に高温ロールの表面の横方
向端部に近接して、センサ３５９が配置されている。このセンサは、アーム３１２に取り
付けることにより支持されている。このセンサは、ドラムセンサ３５７と同様のものであ
る。このセンサは、シート１６の処理の開始時またはシート１６についての何れか１回の
処理サイクルの間に制御装置によって変化される高温ロールの実際の温度をモニタするた
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めに用いられる。
【００８４】
メインテナンスのために、吸収ウェブロール９６および８０と、ロール３４８，３５０，
７８，１０６ａおよび１１０ａの案内システムと、要素３２０，３２２，３２４，３１２
，３１４を含む高温ロール駆動システムとは、すべて、点検が必要とされた際に、主装置
フレーム１２から転がし出すことができるカート３６０に搭載されている。カートは、フ
レーム１２のベースプレート３６６上に載っているか、あるいは、ベースプレートが備え
られていない場合にフレーム１２が休止しているのと同一の支持フロア上に載っている車
輪３６２，３６３および３６４のような車輪を有する。装置フレーム１２は、コンベヤ１
１４ａの下部と共にプレナムを形成し、蒸気がシート１６の組成物層を加熱することを防
止する吸引ファンユニット３６８によって換気される。ユニット３６８からの排気は、コ
ンジット３７０から排出される。ユニット３６８の入口は、複数のインレット３６９およ
びユニットの端部の入口３７１のようにユニットの低部に沿っている。
【００８５】
図面、特に図１５を参照しながら、以下、第２実施形態の好ましい一動作の簡潔な説明が
なされる。この点に関し、図１４および図１５の刷版処理機１０ａは、フレーム１２内に
配置されると共に制御コンソール５０（図１４）に接続されたプログラマブル論理制御装
置（ＰＬＣ）３７２を有していることに注目されたい。制御装置３７２は、外部データ通
信ネットワークと接続するためのモデム３７４を含んでいる。モデム３７４は、制御装置
３７２から作業データを遠隔収集すると共に、制御装置３７２にコマンドを遠隔的に与え
ることを可能にする。刷版処理機１０ａは、供給トレイに近接しているドラムの上部近傍
に位置決めされているクランプ２０に対してドラムが静止しているホームポジションにあ
る。オペレータは、供給トレイ１４上にシート１６を載置する。そして、オペレータは、
コンソール５０のキーパッドを用いてシートについての情報を入力する。そのような情報
は、シートの化学式（使用される適切な温度および圧力を決定するために制御装置３７２
によって用いられる）、シートの全厚さ（シートの予め定められた表面速度に基づいてド
ラムの回転数を決定するために用いられる）、シートの幅（高温ロールのための圧力を設
定するために用いられる）、および、完成されたシート（すなわち刷版）についての所望
のレリーフ深さ（要求されるサイクル数または高温ロール下のシートのパス数を決定する
ために用いられる）である。
【００８６】
そして、オペレータは、クランプ２０を開き、シート１６の先端をクランプ２０に嵌め、
シート１６の先端上にクランプ２０を閉じるべくコンソール５０のボタンを押圧する。制
御装置は、処理機１０ａのウォームアップを開始させ、ウォームアップすると、「準備完
了」ランプによってオペレータにその旨を知らせる。ドラム１８を予熱するために、ドラ
ムヒータ２１または赤外線ヒータ３００が用いられるであろう。高温ロール７８を加熱す
るために、高温ローラ用のカートリッジヒータ（図示せず）が用いられる。そして、オペ
レータは、コンソールの「開始」ボタンを押圧する。ドラムは、回転を開始して、それと
共にシートを搬送し、アイドラローラ１６８（第１実施形態において定常ローラ９２とし
ても機能する）は、シートをドラムの表面２２に押圧するようにドラム１８に向けてバネ
付勢される。可撓性シートの後端が供給トレイの先端を通過すると、スイッチ９０（図４
を参照して説明された第１実施形態と同様に）は、制御装置３７２に送られて、シートの
「長さ」を算出すると共にシートの後端の位置を求めるために制御装置３７２によって処
理される信号を生成する。シートがヒータに達する前に、電球を予熱するためにヒータ３
００は最大出力に通電される。ドラム上のエンコーダ（または、ギヤ歯センサ）は、シー
ト１６の先端を保持したクランプがいつヒータの先端に達するか、を制御装置に伝え、シ
ートの組成物層を溶融させるために所望の温度Ｔ１を設定するように動力が作業セッティ
ングに切り換えられる。高温ロールがドラムと接触することになる位置にシートの先端が
達すると、制御装置は、シート１６に対して高温ロールを回動させるために、高温ロール
アクチュエータに信号を送ると共に、ドラム上のシートの表面速度に合致する速度でウェ
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ブ７６を駆動するために、シート厚さに関連する計算された表面速度に基づいて、駆動ロ
ーラ１０６ａに信号を送る。ドラムおよび高温ロールの速度および位置の正確な制御を確
保するために、これらの要素のそれぞれを駆動するモータは、交流誘導モータとされてい
る。
【００８７】
シート１６の後端が高温ロールとドラムとの接触点を通過すると、制御装置は、ヒータ３
００への電力を（シート長さおよびヒータの作動特性に基づいて）断つか、あるいは、減
じ、高温ロールを退避させるためにアクチュエータ３２０および３２２に信号を送ると共
に、ウェブの駆動を停止させるために駆動ローラ１０６ａに信号を送る。同時に、制御装
置はまた、他のサイクルを開始するために、シート１６の先端をホームポジションまで戻
すように増速させるべく、ドラムに信号を送るであろう。シートが短い全長を有している
場合、このドラムの増速により、処理時間が節減され、シートが長い全長を有している場
合には、後端が高温ロールとドラムとの接触点を通過する時間までに、先端が既にホーム
ポジションに達しているか、あるいは、超えているであろうことから、この増速は省略さ
れるであろう。長いシートについては、最初のサイクルについて供された最大出力加熱を
省略するために、オンされたままとされるであろう。シート長さに拘わらず、選択された
シートに要求される残りのサイクルの間、ヒータを作業出力で連続的にオンしたままにし
ておくのが好ましいであろう。一実施形態において、短い全長をもったシートの場合につ
いては、第２サイクルが最初のサイクルと同様となるであろう。冷却ブロア３５６および
換気ブロア３６８は、開始ボタンが作動されと、電源投入され、要求される全サイクルの
間、オン状態とされるであろう。
【００８８】
感光性要素の各サイクルについて、ドラム速度、ヒータ出力、高温ロール出力、高温ロー
ル圧力、および、冷却エア体積（ブロア速度）のような装置作業パラメータを制御装置が
変化させることを可能にすることによって、刷版処理機の動作が変化され得ることが意図
されている。ある場合には、冷却媒体温度もまた変化され得る。パラメータは、一のサイ
クルから次のサイクルへと変化されるか、あるいは、数サイクルについて一定に保持され
、変化させられてもよく、あるいは、最初のサイクルについてあるセッティングを、中間
のサイクルについて他のセッティングを、最後のサイクルのついて他のセッティングを有
していてもよい。セッティングは、同一形式の幾つかについて集められた実験的データに
基づいて予め定めることが可能であり、シートのサイズまたはセッティングは、ドラムお
よび高温ロールのモニタされた温度の変化に基づいてリアルタイムで変更可能である。
【００８９】
温度Ｔ１を少なくとも華氏で２０度（およそ１１．１℃）だけ下回る温度Ｔ３に可撓性基
材を維持しながら、組成物を溶融させるのに十分な温度Ｔ１まで組成物層を直接加熱する
ヒータ３００を用いると共に、温度Ｔ４を少なくとも華氏で２０度（およそ１１．１℃）
だけ下回る温度Ｔ３に可撓性基材を維持しながら、組成物を溶融させるのに十分な温度Ｔ
４まで高温ロールによって組成物層を加熱することは、従来技術のシステムを超えた著し
い改善といえる。
【００９０】
（試験結果）
温度の検討
図１８Ａは、システムの温度挙動を考察した処理の温度履歴を示している。用いられた刷
版処理機は、第１実施形態のように位置決めされた赤外線ヒータを備えると共に、ブロア
シュラウドを備えていない第２実施形態に類似したものであった。厚いラバーコーティン
グ形態を備えたドラムが使用された。図１８Ａおよび図１８Ｂを参照する第１の状況にお
いて、冷却手段は用いられてはおらず、換気ユニットは、連続的に作動されている。温度
を記録するために、第１の熱電対がシート１６の可撓性基材の外側表面２３に位置させら
れ、第２の熱電対が同一シートの組成物層の外側表面２７に位置させられた。双方の熱電
対は、幅３０インチ（７６２ｍｍ）、全長４０インチ（１０１６ｍｍ）のシートの完全照
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射（硬化）シート領域の中央に配置された。シートは、厚さ０．０６７インチ（１．７０
ｍｍ）であり、厚さ５ミル（０．１３ｍｍ）の可撓性基材を備えていた。組成物層は、溶
融可能ではなく、この試験中にレリーフは形成されなかった。そして、シートは、１２サ
イクルだけ処理され、所望量の組成物層を取り除くために１２サイクルの動作を要求する
であろう感光性要素をシミュレートすべく２体の熱電対について温度が計測された。処理
機の動作において、ヒータ３００は、開始時に５４００Ｗヒータについて３０％出力の設
定値で通電され、電球表面でおよそ華氏７９０度（４２０℃）の温度がもたらされた。２
０％出力では、電球温度は、およそ華氏６６０度（３５０℃）であった。アクチュエータ
に６０ｐｓｉ（４１３７００Ｐａ）の圧力が用いられ、シートには、幅あたり、およそ５
９．４ポンド／リニアインチ（８．２１Ｎ）の圧力が加えられた。高温ロール（現像ロー
ル）の温度は、華氏１７０～２１０℃（７６．７～９８．９℃）の吸収のための組成物表
面温度Ｔ４（およそ華氏１６０度〔７１．１℃〕の推定される溶融温度Ｔ２よりも高い）
を生じさせる華氏２３５度（１１２．８℃）に設定された。ドラム上のシートの表面速度
は、３０インチ／分（７６．２ｃｍ／分）に設定された。第２の熱電対によって測定され
た組成物層の外側表面の温度Ｔ１およびＴ４は、曲線３７６としてプロットされ、第１の
熱電対によって測定された可撓性基材の外側表面の温度Ｔ３は、曲線３７８としてプロッ
トされている。階段状の曲線３８０は、完了した回転すなわちサイクルの数を表わしてい
る。縦軸は、熱電対の華氏温度であり、横軸は、ホームポジションで０度にて開始し、漸
増的に推移するドラムの回転位置である。
【００９１】
最初のサイクルの間、組成物層の外側表面は、赤外線ヒータの直下の位置３８２で、およ
そ華氏１１８度（４７．８℃）に達し、位置３８４で高温ロール７８の下方を通過した際
に、およそ華氏１４６度（６３．３℃）に達した。同一の最初のサイクルの間、可撓性基
材の温度は、高温ロール７８のニップを離れた直後の位置３８６で、およそ華氏１０９度
（４２．８℃）に達した。この最初のサイクルの間、組成物層は、組成物の非硬化部分を
液化するのに十分な温度に達しておらず、赤外線ヒータ３００は、その温度まで達してい
なかったことがわかる。
【００９２】
第２のサイクルにおいて、組成物層は、位置３８８において、およそ華氏１６２度（７２
．２℃）の赤外線ヒータ下方の温度に達し、位置３９０において、およそ華氏１６４度（
７３．３℃）の高温ロール下方の温度に達し、可撓性基材の温度は、位置３９２において
、高温ロール通過直後におよそ華氏１２３度（５０．６℃）の最大値に達した。組成物層
の融点に達し、赤外線ヒータは、その温度に達したように思われた。赤外線ヒータと位置
３９４における高温ロールとの間には、この試験ではドラム表面に向けることが意図され
た図６のようにヒータ３００が配向されているためであると考えられる一時的な温度降下
が存在していることに留意されたい。位置３９４におけるこの温度降下は、図１８Ａの最
後の３サイクルのスケールを拡大したものであって温度降下が位置３９４ａに示されてい
る図１８Ｂにおいてより明瞭に見られる。図１５において、ヒータ３００の角度は、高温
ロールとドラムとの間のニップに向けられるように変化させられており、ヒータ３００と
高温ローラ７８との間で組成物表面の温度降下を最小化すると予想される。この最小化さ
れた温度降下は、組成物層が高温ロール７８と相対するまでにヒータ３００によって設定
される温度が最小の降下３９４，３９４ａによって保たれるより望ましい動作の状態であ
ろう。
【００９３】
第３および引き続くサイクルにおいて、組成物層の温度は、可撓性基材の温度が上昇する
につれて、次第に上昇する。第２サイクルの間、可撓性基材の最大温度は、ヒータ３００
の下方における最大温度をおよそ華氏で３８度（２１．１℃）だけ下回ると共に、高温ロ
ールの下方における最大温度をおよそ華氏で４１度（２２．８℃）だけ下回る温度に留ま
った。この温度の差は、各サイクルごとに最後のサイクルまで増加するが、最後のサイク
ルの間、位置３９６において可撓性基材の最大温度は、位置３９８において華氏２１５度
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（１０１．７℃）のヒータ３００の下方の最大温度をおよそ華氏で５３度（２９．４℃）
だけ下回り、位置４００において華氏２０８度（９７．８℃）の高温ロール７８の下方の
最大温度をおよそ華氏４６度（２５．６℃）だけ下回るおよそ華氏１６２度（７２．２℃
）であった。
【００９４】
図１８Ａおよび図１８Ｂを参照して用いられた刷版処理機の動作に対する冷却の影響は、
図１８Ｃおよび図１８Ｄに示される。図１８Ａおよび図１８Ｂについて用いられたものと
同一の熱電対を備えた感光性要素が、図１８Ｃおよび図１８Ｄについてのデータを集める
ために使用された。図１８Ｃは、赤外線加熱のみを行い、高温ロールによる組成物層の加
熱を行わなかった可撓性基材の温度履歴を示している。曲線４０２は、ブロアをオフにし
た状態で繰り返された動作サイクルの間における基材１５（図１）の外側表面２３の温度
を示している。基材の温度は、位置４０４でおよそ華氏１６２度（７２．２℃）の温度に
達するまで、定常的に上昇し続けた。曲線４０６は、ブロアを連続的に作動させた状態で
繰り返された動作サイクルの間における基材の外側表面の温度を示している。曲線４０６
は、明確化のために、曲線４０２に直接重なってしまうことを避けるために、僅かに右に
オフセットするようにプロットされている。基材の温度は、位置４０８においておよそ華
氏１４４度（６２．２℃）の温度に達するまで、曲線４０２よりも低い割合で上昇した。
冷却効果は、基材の最大温度を華氏で１８度（１０℃）だけ低下させることであった。ま
た、冷却効果は、図１８Ｄに示されるように、組成物層の温度を低下させる役割を果たす
。曲線４１０は、ブロアの電源をオフにした状態で繰り返された動作サイクルの間におけ
る基材１７（図１）の外側表面２７の温度を示している。組成物表面の温度は、位置４１
２でおよそ華氏２２５度（１０７．２℃）の温度に達するまで、定常的に上昇し続けた。
曲線４１４は、ブロアを連続的に作動させた状態で繰り返された動作サイクルの間におけ
る組成物層の外側表面の温度を示している。組成物表面の温度は、位置４１６でおよそ華
氏２０５度（９６．１℃）の温度に達するまで、曲線４１０よりも低い割合で上昇した。
基材および組成物層の場合、ブロアは、温度上昇の傾斜を平坦化する役割を果たして、よ
り均一な温度をもたらし、基材の場合、基材の最大温度を低下させ、基材の熱歪みを減じ
る点で有益であった。
【００９５】
性能の検討
組成物層の照射加熱への効果、および、可撓性基材の温度およびフレキソ版の品質につい
て一のサイクルから次のサイクルへの作業パラメータにおける様々な可能性を考察するた
めに、スカウティング試験の実験が行われた。用いられた刷版処理機は、第１実施形態の
ように位置決めされた赤外線ヒータを備えると共に、ブロアシュラウドを備えていない第
２実施形態に類似したものであった。試験条件および結果は以下の通り報告される。
【００９６】
全ての実験について、特に言及されていない場合、条件は共通である。
【００９７】
－感光性要素として、デラウエア州ウィルミントンのＥ．Ｉ．ｄｕ　Ｐｏｎｔ　ｄｅ　Ｎ
ｅｍｏｕｒｓ　ａｎｄ　Ｃｏｍｐａｎｙから市販されているＰＬＳ形式のフレキソ印刷版
ＣＹＲＥＬ（商標）が用いられた。刷版は、幅１０インチ（２５４ｍｍ）、全長２０イン
チ（５０８ｍｍ）、厚さ０．０６７インチ（１．７０ｍｍ）であった。基材は、厚さ０．
００５インチ（０．１３ｍｍ）のポリエステルである。これらの実験におけるこの特定の
刷版の形式については、およそ華氏１８０度（８２．２℃）で組成物層の著しい吸収が生
じ、およそ華氏２００度（９３．３℃）およびそれを超えると、よりよい吸収が生じると
考えられる。
【００９８】
－すべての刷版は、デラウエア州ウィルミントンのＥ．Ｉ．ｄｕ　Ｐｏｎｔ　ｄｅ　Ｎｅ
ｍｏｕｒｓ　ａｎｄ　Ｃｏｍｐａｎｙから市販されている２００１Ｅ現像ユニットを用い
て、以下の条件に従って照射された。
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－３０ミル（０．７６ｍｍ）幅のリセスドラインを含む標準の１２０ライン／インチのテ
ストターゲットが用いられた。
－フロアを現像するために１５秒間の背面照射が行われた。
－全体について５分間の前面照射が行われた。
－ターゲットの第１の部分がカバーされ、前面照射が５分以上行われた。
－ターゲットの第１および第２の部分がカバーされ、前面照射が５分以上行われた。
－ターゲットの第１、第２および第３の部分がカバーされ、前面照射が５分以上行われた
。
－ターゲットの第１、第２、第３および第４の部分がカバーされ、前面照射が５分以上行
われた。
【００９９】
－設定値を室温とすることにより、ドラムヒータはオフされた。
【０１００】
－換気システムはオンされた。
【０１０１】
－冷却ブロアはオンされ、およそ１４０立方フィート／分（３．９６ｍ3／分）の室温エ
アを供給した。
【０１０２】
－刷版の組成物層の外側表面温度は、刷版の中央に向けられた赤外線表面温度プローブを
用いて、高温ロールニップ位置からおよそ３インチ（２０°の回転）下方で測定される。
刷版がプローブを通過した際に観測された最大値が記録される。この温度は、図１８Ａの
データに基づくと、高温ロールニップにおける組成物層の外側表面温度よりも、華氏でお
よそ２０度（１１．１℃）低い温度であると考えられる。温度は、最大表面温度として記
録されている。
【０１０３】
－刷版の可撓性基材の外側表面温度は、２つの温度テープを刷版の後端からおよそ２イン
チ（５０．８ｍｍ）の可撓性基材の外側表面の中央に配値することにより測定された。一
方のテープは、１００，１０５，１１０，１１５，１２０，１３０，１４０，１５０のス
テップで１００～１５０度（３７．８～６５．６℃）の温度を測定した。他方のテープは
、華氏で１０度（５．５６℃）ごとのステップで、華氏１６０～２３０度（７１．１～１
１０℃）の温度を測定した。温度は、最大基材温度として記録されている。
【０１０４】
－赤外線ランプは、最初のサイクルの開始時に１００％出力でオンされ、刷版の先端が赤
外線ヒータの先端に達した際に、設定出力に低下される。赤外線は、与えられたシートに
ついての残りのサイクルの間、設定値のままとされる。刷版の先端が赤外線ヒータの先端
に達すると、赤外線の設定値の変化が生じる。
【０１０５】
－刷版の先端が赤外線ヒータの先端に達すると、ドラム速度の変化が生じる。
【０１０６】
－圧力は、高温ロール用の旋回アームに作用するシリンダに供給されるものである。刷版
に作用されるポンド／リニアインチは、正規化されたパラメータであって、この特定の装
置形態については、次の関係式から算出され得る近似値である。
ＰＬＩ＝２９．７（ポンド／平方インチ　圧力）／（刷版幅のインチ）
【０１０７】
【表１】
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【０１０８】
【表２】

【０１０９】
【表３】
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【０１１０】
【表４】

【０１１１】
【表５】
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【０１１２】
【表６】

【０１１３】
実験結果
レリーフは、組成物層の照射された（硬化した）表面から液化した組成物が吸収されてい
る広い表面までの間隔である。レリーフは、インチ単位で測定されている。レリーフは、
異なる照射時間ごとにパターンの部分で評価されている。
【０１１４】
リバースラインは、組成物が溝から吸収されている照射された組成物の表面における幅３
０ミル（０．７６ｍｍ）の溝（ライン）の中央の深さによって示される。リバースは、ミ
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クロン（１μｍ＝０．００００３９インチ）単位で測定されている。リバースは、異なる
照射時間ごとにパターンの部分で評価されている。
【０１１５】
実験の集計において、Ｈｉ最大表面温度は、与えられた赤外線セッティングについての最
大表面温度の最大値であり、単に参考として示されている。
【０１１６】
これらの実験についての良好な品質結果への目標は、
－最大基材温度－およそ華氏１５０度（６５．６℃）以下
－レリーフ－およそ０．０２０インチ（０．５０８ｍｍ）
－リバースライン－およそ１００μｍ
である。
【０１１７】
【表７】

【０１１８】
実験の結論
実験１は、高温ロールのみを用いることは、良好な吸収のための温度まで組成物層を加熱
するには不十分であることを示唆している。この実験の条件では、最大表面温度は低く、
レリーフは、すべての時間で低い。
【０１１９】
実験２は、全９サイクルについて３０％レベルで赤外線を用いることにより、用いられる
冷却のレベルにより基材の過熱が生じることを示唆している。組成物層は、５～１５分の
照射で、許容され得るレリーフおよびリバースのために十分に加熱されているものと思わ
れる。冷却ブロアの流量を増加させることにより、おそらく、より多くの冷却が用いられ
るであろう。
【０１２０】
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実験３は、実験２と比較して、レリーフおよびリバースの改善が認められないことから、
組成物層の付加的な加熱が有益ではないことを示唆している。基材温度テープは同一であ
るので、おそらく、テープは、実験３で範囲の高端（１７９度〔８１．７℃〕）にあり、
実験２で範囲の低端（華氏１７０度〔７６．７℃〕）にある。この実験は、最大表面温度
に対する冷却の効果を示している。
【０１２１】
実験４は、２０％のレベルの赤外線は、実験１のように赤外線を用いない場合よりもレリ
ーフにとって良くないか、あるいは、実験１を超えるより多くの加熱の利益は、圧力によ
りオフセットされて良好な吸収のためには低すぎる、ということを示唆している。圧力は
、おそらく、２５ｐｓｉを超えているであろう。
【０１２２】
　実験５および実験６は、一のサイクルから次のサイクルへと処理パラメータを変化させ
ることは、実験２と比較して最大表面温度および最大基材温度を著しく変化させることが
可能とし、処理を最適化するのに有利に用いられ得る、ということを示している。輻射ヒ
ータは、比較的低い熱慣性を有し、一のサイクルから他のサイクルへの変化に速やかに応
答することができることから、組成物層への熱の部分を提供するために輻射ヒータを用い
ることは有利である。この速やかな応答は、実験５および実験６において、赤外線出力に
対する最大表面温度の変化を見ることにより特に明らかであろう。
　以下に、本発明の好ましい態様を示す。
［１］外側表面および内側表面を有する可撓性基材と、外側表面および内側表面を有し、
部分的に液化可能である可撓性基材上の組成物層とを備え、組成物層と可撓性基材とがそ
れぞれの内側表面で接合されている感光性要素からレリーフパターンを形成する装置であ
って、第１のフレーム部に回転するように取り付けられており、組成物層の外側表面に吸
収材を供給するローラと、第２のフレーム部に回転するように取り付けられており、ドラ
ム外周面と可撓性基材の外側表面とが接触する状態で感光性要素をそのドラム外周面に支
持する手段を有し、感光性要素を吸収材に搬送するように位置決めされているドラムであ
って、第１および第２のフレーム部の少なくとも一方が他方に対して相対的に移動可能と
なっているドラムと、吸収材がローラにおいて層と接触する箇所に近接しているドラム上
の組成物層の外側表面に熱を加え、層の一部を液化させるのに十分な温度Ｔ２以上の温度
Ｔ１に層の外側表面を加熱する一方、温度Ｔ１を少なくともおよそ１１．１℃（華氏で２
０度）下回る温度Ｔ３に可撓性基材の外側表面を維持するように適合されている第１の加
熱手段と、吸収材が層の外側表面と接触する状態で、温度Ｔ２以上の温度Ｔ４に組成物層
の外側表面を加熱することができる温度にローラを加熱する一方、温度Ｔ４を少なくとも
およそ１１．１℃（華氏で２０度）下回る温度Ｔ３に可撓性基材の外側表面を維持するよ
うに適合されている第２の加熱手段と、組成物層の液化した物質の少なくとも一部が吸収
材によって吸収されるのに十分な圧力で、感光性要素と吸収材とをドラムとローラとの間
で接触させる加圧手段と、感光性要素を吸収材から分離させる分離手段と、を備えること
を特徴とする装置。
［２］感光性要素を冷却する強制冷却手段を更に備えることを特徴とする［１］に記載の
装置。
［３］冷却手段は、可撓性基材と接触するドラムの周面を冷却する手段を備えていること
を特徴とする［２］に記載の装置。
［４］強制冷却手段は、吸収材から要素が分離される位置に配置されていることを特徴と
する［２］に記載の装置。
［５］第１の加熱手段は、赤外線加熱装置からなることを特徴とする［１］に記載の装置
。
［６］赤外線加熱装置の温度を検出するセンサと、検出された温度を予め選択された温度
に維持するように赤外線加熱装置への電力を制御する制御装置と、を備えることを特徴と
する［５］に記載の装置。
［７］外側表面および内側表面を有する可撓性基材と、外側表面および内側表面を有し、
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部分的に液化可能である可撓性基材上の組成物層とを備え、組成物層と可撓性基材とがそ
れぞれの内側表面で接合されている感光性要素からレリーフパターンを形成する方法であ
って、可撓性基材の外側表面が第２のフレーム部に回転するように取り付けられているド
ラムの外周面と接触する状態で要素を支持し、第１のフレーム部に回転するように取り付
けられているローラの外側表面上に吸収材を通過させることにより、組成物層の外側表面
に吸収材を接触させ、第１および第２のフレーム部の少なくとも一方が他方に対して相対
的に移動可能となっており、層の一部を液化させるのに十分な温度Ｔ２以上の温度Ｔ１に
組成物層の外側表面を加熱する一方、温度Ｔ１を少なくともおよそ１１．１℃（華氏で２
０度）下回る温度Ｔ３に可撓性基材の外側表面を維持し、温度Ｔ２以上の温度Ｔ４に組成
物層の外側表面を加熱することができる温度に吸収材を加熱し、加熱された吸収材が層の
外側表面の少なくとも一部を液化させると共に液化した物質を吸収するのに十分な圧力で
、ローラを支持する第１のフレーム部とドラムを支持する第２のフレーム部とを互いに向
けて付勢することにより、吸収材を組成物層に対して押圧し、前記押圧および吸収層の加
熱の間、温度Ｔ４を少なくともおよそ１１．１℃（華氏で２０度）下回る温度Ｔ３に可撓
性基材の外側表面を維持し、吸収材から感光性要素を分離させ、それにより、感光性要素
から吸収された液化物質を取り除く、ことを特徴とする方法。
［８］更に、表面を温度Ｔ１に加熱するステップと押圧ステップとの間で、層の外側表面
を温度Ｔ２に維持することを特徴とする［７］に記載の方法。
［９］更に、ドラム上の感光性要素を冷却することを特徴とする［７］に記載の方法。
［１０］冷却ステップは、吸収材から要素が分離される位置で行われることを特徴とする
［９］に記載の方法。
［１１］冷却には、可撓性基材の外側表面と接触するドラムの外周面を冷却することが含
まれていることを特徴とする［９］に記載の方法。
［１２］接触ステップは、更に、押圧ステップの間、ローラが弾性的に支持されて組成物
層の外側表面にローラ表面を円滑に合わせるように、ローラを第１フレーム部に取り付け
ることを含んでいることを特徴とする［７］に記載の方法。
［１３］組成物層は、感光層および赤外線感受マスク層を備えており、感光層の反対側に
ある赤外線感受マスク層の表面は、組成物層の外側表面であり、赤外線感受層の反対側に
ある感光層の表面は、組成物層の内側表面であることを特徴とする［７］に記載の方法。
［１４］外側表面および内側表面を有する可撓性基材と、外側表面および内側表面を有し
、部分的に液化可能である可撓性基材上の組成物層とを備え、組成物層と可撓性基材とが
それぞれの内側表面で接合されている感光性要素からレリーフパターンを形成する方法で
あって、吸収材料を加熱する温度Ｔｒで動作するローラにより、組成物層の外側表面に吸
収材を供給し、回転速度Ｓで動作する回転ローラにより、感光性要素を吸収材料に搬送す
ると共に、可撓性基材の外側表面がドラムの外周面と接触する状態で要素を支持し、ドラ
ムの各回転はサイクルを定め、温度Ｔｈで動作するヒータにより、層の一部を液化させる
のに足りるように組成物層の外側表面を加熱し、加熱された吸収材が組成物層の外側表面
の少なくとも一部を液化させると共に液化した物質を吸収するのに十分な圧力Ｐで、感光
性要素と加熱された吸収材とをドラムとローラとの間で接触するように押圧し、感光性要
素を吸収材料から分離させ、供給、搬送、加熱、押圧および分離ステップを予め定められ
た数のサイクルだけ繰り返し、予め定められた数のサイクルの少なくとも一つについての
供給、搬送、加熱および押圧ステップの少なくとも一つの間に、ローラの温度Ｔｒ、ヒー
タの温度Ｔｈ、圧力Ｐ、回転速度Ｓからなる群から選ばれる少なくとも一つの処理パラメ
ータを変化させる、ことを特徴とする方法。
［１５］更に、吸収材から要素を分離させた後に、温度Ｔｃを有する冷却手段によって感
光性要素を強制的に冷却し、繰り返しステップは、冷却ステップを含んでおり、変化ステ
ップは、群の中の何れか一つの処理パラメータとして、冷却手段の温度Ｔｃを含んでいる
ことを特徴とする［１４］に記載の方法。
［１６］組成物層は、感光層および赤外線感受マスク層を備えており、感光層の反対側に
ある赤外線感受マスク層の表面は、組成物層の外側表面であり、赤外線感受層の反対側に
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ある感光層の表面は、組成物層の内側表面であることを特徴とする［１４］に記載の方法
。
［１７］外側表面と外側表面をその上に有する組成物層をもった反対側の表面とを有する
可撓性基材を備えた感光性要素を用意し、前記層を画像に応じて照射して照射領域の組成
物を硬化させ、前記画像に応じて照射された層を吸収層と接触させ、前記吸収層と接触さ
せながら非照射領域の前記組成物が前記吸収層に流動することを可能にするのに十分高い
温度に前記組成物層を加熱し、前記吸収層および前記非照射領域からの組成物を前記感光
性要素から取り除くレリーフパターンの製造方法において、基材の熱歪みを制御するため
に、前記吸収層と接触させながら、加熱された組成物層の外側表面温度を少なくともおよ
そ１１．１℃（華氏で２０度）下回る温度に可撓性基材の外側表面の温度を維持すること
を特徴とする方法。
［１８］更に、前記吸収層に接触させる前に、４０～２００℃の間の温度に組成物層を加
熱し、吸収層が組成物層と接触するまで、組成物層の外側表面を前記温度に維持すること
を特徴とする［１７］に記載の方法。
［１９］外側表面および内側表面を有する可撓性基材と、部分的に液化可能であると共に
感光層および赤外線感受層を備え、感光層が赤外線感受層の反対側の内側表面を有してい
る少なくとも一つの組成物層とを備え、感光層と可撓性基材とがそれぞれの内側表面で接
合されている感光性要素からフレキソ印刷版を形成する方法であって、（ａ）赤外線レー
ザによって赤外線感受層を画像に応じて露出させて化学線を通さない領域を有する現場マ
スクを感光層に形成し、マスクおよびマスクによって覆われていない感光層は、組成物層
の外側表面を形成し、（ｂ）化学線によってマスクを通して（ａ）の感光性要素を露出さ
せ、（ｃ）熱により（ｂ）の要素を処理して要素にレリーフパターンを形成し、この処理
ステップは、方法Ｉまたは方法ＩＩから選択され、方法Ｉは、可撓性基材の外側表面が第
２のフレーム部に回転するように取り付けられているドラムの外周面と接触する状態で要
素を支持し、第１のフレーム部に回転するように取り付けられているローラの外側表面上
に吸収材を通過させることにより、組成物層の外側表面に吸収材を接触させ、第１および
第２のフレーム部の少なくとも一方が他方に対して相対的に移動可能となっており、層の
一部を液化させるのに十分な温度Ｔ２以上の温度Ｔ１に組成物層の外側表面を加熱する一
方、温度Ｔ１を少なくともおよそ１１．１℃（華氏で２０度）下回る温度Ｔ３に可撓性基
材の外側表面を維持し、温度Ｔ２以上の温度Ｔ４に組成物層の外側表面を加熱することが
できる温度に吸収材を加熱し、加熱された吸収材が層の外側表面の少なくとも一部を液化
させると共に液化した物質を吸収するのに十分な圧力で、ローラを支持する第１のフレー
ム部とドラムを支持する第２のフレーム部とを互いに向けて付勢することにより、吸収材
を組成物層に対して押圧し、前記押圧および吸収層の加熱の間、温度Ｔ４を少なくともお
よそ１１．１℃（華氏で２０度）下回る温度Ｔ３に可撓性基材の外側表面を維持し、吸収
材から感光性要素を分離させ、それにより、感光性要素から吸収された液化物質を取り除
くことを含んでおり、方法ＩＩは、吸収材料を加熱する温度Ｔｒで動作するローラにより
、組成物層の外側表面に吸収材を供給し、回転速度Ｓで動作する回転ローラにより、感光
性要素を吸収材料に搬送すると共に、可撓性基材の外側表面がドラムの外周面と接触する
状態で要素を支持し、ドラムの各回転はサイクルを定め、温度Ｔｈで動作するヒータによ
り、層の一部を液化させるのに足りるように組成物層の外側表面を加熱し、加熱された吸
収材が組成物層の外側表面の少なくとも一部を液化させると共に液化した物質を吸収する
のに十分な圧力Ｐで、感光性要素と加熱された吸収材とをドラムとローラとの間で接触す
るように押圧し、感光性要素を吸収材料から分離させ、供給、搬送、加熱、押圧および分
離ステップを予め定められた数のサイクルだけ繰り返し、予め定められた数のサイクルの
少なくとも一つについての供給、搬送、加熱および押圧ステップの少なくとも一つの間に
、ローラの温度Ｔｒ、ヒータの温度Ｔｈ、圧力Ｐ、回転速度Ｓからなる群から選ばれる少
なくとも一つの処理パラメータを変化させることを含んでいる、ことを特徴とする方法。
【図面の簡単な説明】
【図１】　多層構造を示す形成された刷版の部分的な断面図である。
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【図２】　本発明による装置の第１実施形態の斜視図である。
【図３】　第１実施形態のアクチュエータの詳細な側面図である。
【図４】　第２搬送手段の詳細な側部断面図である。
【図５】　空気圧シリンダ端部を詳細に示す図である．
【図６】　本発明の第１実施形態の部分的に模式化された側部断面図である。
【図７】　本発明の実施形態の圧力制限装置を示す詳細な側部断面図である。
【図８】　高温ローラと係合した状態の本発明の部分的に模式化された側面図である。
【図９】　本発明の第１実施形態の部分的に切り欠かれた端面図である。
【図１０】　ドラムの側面図である。
【図１１】　ギアおよびピニオンのより詳細な図である。
【図１２】　図２に示される１２－－１２線についてのドラムの側部断面図である。
【図１３】　ドラムのハブの側面図である。
【図１４】　本発明の第２実施形態の斜視図である。
【図１５】　本発明の第２実施形態の部分的に模式化された側部断面図である。
【図１６】　図１５の一部の拡大図である。
【図１７Ａ】　第２実施形態の高温ローラの端面図である。
【図１７Ｂ】　第２実施形態の高温ローラ用アクチュエータの弾性的取付法を示す拡大断
面図である。
【図１８Ａ】　基材および組成物層の温度が記録された、赤外線および高温ローラによる
加熱を有する処理の開始からのドラムの回転量に対する温度を示す図表である。
【図１８Ｂ】　図１８Ａの拡大部を示す図表である。
【図１８Ｃ】　基材の温度が記録された、赤外線による加熱のみを含んで冷却を含まない
処理の開始からのドラムの回転量に対する温度を示す図表である。
【図１８Ｄ】　組成物の温度が記録された、赤外線による加熱のみを有する処理であって
、冷却を含む処理および冷却を含まない処理の開始からのドラムの回転量に対する温度を
示す図表である。
【図１９】　ドラム用の代替的な冷却形態の部分的に模式化された側部断面図である。
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